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会長就任のごあいさつ 
 
会長  西川  潤 
 
昨秋広島修道大学で開かれた本学会の 
第 19 回総会で、はからずも新会長に選 
出されました。私は 1990 年に本学会が 
大来佐武郎さんや広野良吉さんのイニ
シアチブで発足した際の創立会員ですが、もう創立会員
もごく少数になってしまいましたので、次の世代へのバ
トンタッチをきちんとやりなさいという天の声と受け止
めて、豊田利久前会長の下で着実に発展してきた本学会
の路線を踏襲しつつ、理事や会員の皆さまのご協力を得
て、本学会の次世代への引継ぎに全力を尽くしていく所
存です。 
 本学会の良き伝統としては、発足時の事情からして実
務と理論のかけ橋を作るという役割があります。1980 年
代に日本の ODA が倍々ゲームで増えていた時代にいか
なる ODA か、いかなる援助協力か、という関心が強ま
ってきて、研究者、実務家、ジャーナリストらが集まっ
て、本学会が結成されました。従ってその当初から本学
会では、国際開発の実務上で突き当たり、必ずしも理論
化が出来ていない、つまり解決のめどが立たないような
問題をどう理論化して答えを見出すか、また、理論の領
域での仮説をどう現実の場で検証するか、という関心が
強かったと思います。このような理論と現実のフィード
バックから、理論の深化が実務を助け、実務の進展が理
論化を進めるという良性循環が期待されていたわけです。
これは本学会が、理論のための理論に閉じこもりがちな
多くの学会と大きく異なる点で、学際性、実証性、理論
性の三本足の鼎の上に開発学が成立っていると考えます。
私たちは引き続き、このような開発学の特色に留意しつ
つ、グローバル化世界の流れを踏まえながら、日本の経
験を生かしたような開発学の構築、発展に努力していく
所存です。 
 第二に本学会の大きな特色は、院生、若い研究者の養
成に力を注いできたことで、その当初から院生部会を設
け、学会の場で、若い研究者たちの切磋琢磨が絶えず行
われてきました。院生諸君が伸び伸びと自分のテーマを
学会の場で発表し、先学研究者たちのコメントや忠言を
得つつ、学問的問題関心を深め、表現・発表技術を磨い
てきたことは、本学会の大きな誇りです。学会賞に奨励
賞を設け、若手の研究者のすぐれた仕事を発掘、顕彰し
てきたことも、本学会の大きな功績と思います。世代や
分野を越えた知的コミュニティの形成は本学会の卓越し
た伝統と認識しています。これからは更にポスターセッ
ションの充実、院生や若手研究者の国際交流にも学会が
援助する仕組みを作っていってはどうかと思っています。
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若手の会員の皆さんも、学会発表、機関誌への投稿を大
いに積極的に行ってください。 
 さて、2010 年は本学会の記念すべき 20 周年にあたり
ます。今まで、10 周年事業としては講座「国際開発」5
卷が刊行され、そこから更に日本の開発学を世界に発信
することを意図した英文書の企画（2009 年度に発行の予
定）も進められました。JICA 等実務機関との共催のシン
ポジウムも折々開いてきました。20 周年にあたっては、
日本の開発学の来し方を振り返り、世界の中での日本の
開発学の存在意義を確固とするような企画を立てていっ
てはどうかと考えています。会員、理事の皆さまのお知
恵を借りながら、20 周年に有意義なイベントを組み、3
度目の 10 年期における本学会の一層の発展・飛躍に備え
たいと考えております。会員の皆さまのご参加、ご協力
宜しくお願いします。 
（本稿は広島大会時の会長就任あいさつに加筆したもの
である。）  
 
第 19 回全国大会を終えて 
 
国際開発学会第 19 回全国大会実行委員長 
広島修道大学 豊田利久 
 
 2008 年 11 月 22(土)、23(日)の両日、広島修道大学を会
場に国際開発学会第 19 回全国大会を開催し、無事終了す
ることができました。連休や他の国際会議と重なり、会
員の皆様におかれましては宿泊等でいろいろご苦労があ
ったことと推察します。また、実行委員会の至らぬ点が
多々あったことと思います。何卒、ご容赦ください。し
かし、好天にも恵まれ、約 300 名の皆様のご参加を得て、
合計 20 のセッション、2 つの共通論題セッションおよび
ポスター・セッションのいずれも盛会でした。発表者は
全部で 93 名(共同発表者の場合も 1 人として)でした。発
表者の方々、座長および討論者の方々、そしてすべての
出席者の方々に、実行委員会を代表して厚くお礼を申し
上げます。 
 今年は、特に初めての試みとして、韓国国際開発協力
学会との交流が学会常任理事会で推進されてきた経緯か
ら、同学会の代表者を招聘することを常任理事会および
実行委員会が連携して企画しました。その結果、同学会
から Keuk-Jae Sung 副会長（慶熙大学校教授）をお迎え
することができ、韓国の ODA に関する貴重な講演会を
プログラムの中に入れることができました。 
 共通論題は 2 つ設定しました。第 1 は、ヒロシマの経
験の世界における現代的意味を掘り下げるものでした。
第 2 は、新 JICA 設立を機会に、これからのわが国の国
際開発援助政策を議論するものでした。いずれも大変に
盛会でした。 
 最後に、2009 年度の日本大学での春季大会、立命館ア
ジア太平洋大学での全国大会の成功を祈念して、お礼の
ご挨拶とさせていただきます。 
 
第 10 回春季大会  
研 究 報 告 を 募 集  
 
 国際開発学会第 10 回春季大会が、本年 6 月 6 日（土）
に日本大学生物資源科学部（日大湘南キャンパス、神奈
川県藤沢市）で開催されます。 
 この大会で研究報告を希望される方は、つぎの応募要
領によりお申し込みください。皆様の積極的なご応募を
お待ちしております。 
1. 申し込み締切り：2009 年 3 月 6 日(金)、必着 
2. 宛先：下記 4 の大会実行委員会 E-mail ｱﾄﾞﾚｽ  
3. 申し込み必要事項(A4、タテ置き、横書き) 
(1) 報告者の氏名、所属、連絡先（E-mail ｱﾄﾞﾚｽ、電
話、FAX）、正会員・学生会員の別 
(2) 報告題名、キーワード（4 つ程度） 
(3) 報告要旨（600 字程度。採否の審査資料になるた
め、研究によって明らかにされた内容を簡潔かつ明
確に記載してください。） 
4. 問合せ先 
〒252-8510 神奈川県藤沢市亀井野 1866 
 日本大学生物資源科学部国際地域開発学科  
国際開発学会 2009 年春季大会実行委員会 
 水野正己（委員長） 
大会実行委員会 E-mail:jasid09@brs.nihon-u.ac.jp 
大会 HPURL :http://hp.brs.nihon-u.ac.jp/~jasid/ 
電話 0466-84-3454 FAX 0466-84-3471  
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5. 注意事項 
(1) 研究報告の応募 
 報告を申込し込まれた方には、大会実行委員会より受
理した旨をメールでお知らせします。学生会員の方が申
し込まれる場合は、原則として指導教員の推薦書（様式
自由）を添付してください。 
(2) 採否の通知 
 プログラム委員会が会員資格および「報告要旨」を審
査し、研究報告の採否を決定します。結果は 2009 年 3
月下旬にメールでお知らせします。 
(3) 論文要旨集の原稿提出（予定） 
採択された方には報告論文要旨集の原稿提出をお願い
しますが、締め切りは 2009 年 4 月末を予定しています。
採択決定の通知から 1 ヶ月弱と期間が限られている点を、
あらかじめご承知ください。報告セッション等は、決定
し次第、ニューズレター、学会ウェブサイト、学会メー
リングリスト等でお知らせします。また、会期中の保育
等の各種サービスについては、大会実行委員会 HP をご
覧ください。 
 
2008年度国際開発学会賞の決定 
 
学会賞選考委員会委員長 西川 潤 
 
2008 年度の学会賞選考は４点の候補作品を対象とし
て行われ、選考委員会は、石井洋子『開発フロンティア
の民族誌－東アフリカ・灌漑計画のなかに生きる人々』
2007 年、御茶ノ水書房に奨励賞を授与することを決定し
た。以下に選考理由を述べる。 
今日、開発は「いつでもどこでも」私たちの周囲で進
行している。石井氏がフィールドとしたケニア山南麓の
国家主導型灌漑開発事業の「ムエア灌漑事業」はその中
でも大規模な投資と植民を伴う「開発フロンティア」事
業である。作者は、90 年代末にケニアでこのアフリカを
代表する開発事業が「崩壊の危機」に直面していること
を知り、この事業が住民たちの内側からの「自由化」要
求に対応できなくなった事情を理解したいと考えた。 
こうして、著者はこの地での計 5 回、丸 2 年間にわたる
フィールド調査を通じて、本書をまとめるに至った。 
 第Ⅰ部「ケニア山南麓の景観と歴史」は対象地のバッ
クグラウンドであり、植民地時代からイギリス当局の
「開発」の対象地であったことが示される。このような
上からの暴力的な開発事業に対して、「マウマウ団」と
呼ばれる民族武力抗争が起こり、後に独立政府を導くこ
とになる。この地はまさに開発者と住民が一貫して対峙
してきた所であり、住民たちは、事業に巻き込まれるよ
うに見えながら、この事業を我が物としていった経過を
持つ。 
第Ⅱ部「開発フロンティア社会の形成と変容」は、こ
のような開発フロンティア社会（主要なフィールド対象
の村の一つはまさにスワヒリ後で開発を意味する「マエ
ンデレオ」村と呼ばれる）で、どのように入植、開墾が
行われ、そこに人びとがどのように新しい社会関係を形
成していったかが、分析される。また、ここで国家灌漑
公社との対立や経済自由化への動きが示される。 
第Ⅲ部「生計維持のための社会的実践」では、入植世
代の次世代の間で、新しく経済活動が色々な形で展開し、
そこに新たな親族、姻族、「擬似的」クラン講が成立し、
「伝統」に依存したように見えながら、じつは伝統を巧
みに再編した互助ネットワークが形成される様子が明ら
かにされる。 
これら 3部の分析を踏まえて、次の結論が主張される。
植民地、独立時代を通じて、当局あるいは国家が上から
持ち込んできた開発計画はそれなりの合理性を持ち、農
業近代化、生産性の向上を実現した。しかし、これらの
計画は、保健や社会格差の問題には目を配らなかったた
め、住民たちは、自分たちで相互扶助ネットワークを発
達させ、これに対応することになった。また、ある程度
インフラや生産性が向上してきた時点で、人びとは国家
に米を納めるのではなく、自由に米を販売することを選
好するようになった。こうして、自由化への不可避的な
流れ、国家主導型開発政策の崩壊が起こったのである。 
 全編を通じて、丁寧な現地調査、人びとの聞き書き、
一次資料の探索、豊富な写真がちりばめられて、ケニア
山南部、「マウマウの地」がこのような開発ダイナミズム
を経験したということが臨場感をもって甦る。疑いもな
く、国際開発の歴史的な実態解明に貢献しうる若手研究
者の労作である。 
 ただ、選考委員の間で次のような疑問も出た。 
 一つの点は、「経済自由化」の位置付けが必ずしも明確
ではない。ある箇所では、国家主導型の開発に疑問を抱
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いた住民たちが、米の公社納入を拒否して、自由化時代
を自ら推進したと説明される。他の箇所では、「遠く離れ
たワシントンの机上で作られた改革案」に戸惑いながら、
人々はこれにうまく対応したと述べられる。住民は「経
済自由化」案に対応したのか、それともこれを推進した
のか。評者たちは本書を読んで、ワシントンの「机上」
の案は案外、現実の農村社会の動きの精細な調査の上に
立案されたのではないか、という印象をもったが、作者
の教示を得たいところである。 
 第二に、ODA または外部支援の位置付けである。本書
では大規模型の開発援助が地元社会の社会関係を無視し
たことから混乱や無駄が生まれた事例が幾つか述べられ
ているが、こうした介入がどうしたら「自立に向けてサ
ポートする」方向に切り替えられるのか、さだかでない。
本書の焦点が外部介入をどう住民組織が自己消化して、
事態を切り抜けてきたか、を分析することにあるので、
読者は外部介入はないに越したことはない、と考えやす
い。外部介入の積極的な役割については、やはりきちん
と論証してほしい。 
 これらの問題点はあるが、本書は、東アフリカの地域
社会の「開発受容」に発して、住民自身がつねに外から
課せられる開発をいかにさまざまな社会的、文化的資源
を駆使して内部化してきたかをヴィヴィッドに描き出し
た労作である。選考委員会は一致して、本学会の奨励賞
として本書を推すことにした。 
 
国際開発学会賞奨励賞を受賞して 
 
石井洋子（聖心女子大学） 
 
 この度は、拙著『開発フロンティアの民族誌—東アフ
リカ・灌漑計画のなかに生きる人びと』（御茶の水書房
2007）に対して、大変に栄誉ある賞をいただき誠に有り
難うございました。本学会の皆さまには、心よりお礼を
申し上げます。 
 この本は、2005 年に東京都立大学社会科学研究科へ提
出した博士論文を基礎とし、ケニア・ギクユ人社会での
2 年間のフィールドワークのデータをまとめたものです。
「動くものは全て数える、動かないものは全て測る。」私
は、アフリカ人類学者の大先輩の教えに従って、調査に
夢中になっておりました。そうした私に辛抱強く付き合
ってくれたフィールドの人々とともに、この受賞を喜び
たいと思います。 
 ケニアでは現在、外国政府や 1000 もの NGO 団体によ
る開発プロジェクトがひしめき合っており、今後さらに
拡大する方向にあります。しかし一方で、開発のなかに
暮らす人々は、「貧しさ」の語りに包み込まれ、新たに設
定された数値目標を前に苦しんでいるのも事実です。例
えば、私が訪れたケニア山南麓の水田開発プロジェクト
では、豊かな実りをもたらした反面、熱帯病の巣窟とし
て深刻な健康被害がありました。 
 そうした中、私はフィールドに暮らす人々が困難に直
面しつつも社会関係を駆使して、自前の相互扶助ネット
ワークを構築する場面を幾度となく見てきました。「近代
的」知を巧みに取り入れ、生活力を高めていく逞しい実
践です。開発と文化を総合的に見ていく研究視角は、こ
れまでにない開発のあり方を具体的に浮かび上がらせて
くれるのではないかと思っています。 
 最後に、本研究を進めるにあたって多くの助言を下さ
った東京都立大学時代の先生方、院生仲間、そして出版
を実現して下さった編集者の橋本育さん（御茶の水書房）
には、改めて感謝の意を表したいと思います。ありがと
うございました。 
 
第 19 回全国大会 セッション報告 
 
共通論題 1：グローバリゼーション時代の 
開発とヒロシマ 
座長・発題：西川 潤（早稲田大学名誉教授） 
佐藤安信（東京大学大学院総合文化研究科） 
「人間の安全保障とジェノサイド防止」 
佐渡紀子（広島修道大学法学部） 
「安全保障をめぐる視点の変化：「予防外交」
から「平和構築」への変遷 
喜多悦子（日本赤十字九州国際看護大学） 
「"難民“と"ヒバクシャ”：押し付けられた尊称」 
勝俣 誠（明治学院大学国際学部） 
「グローバル化時代の社会開発への視点：「ヒ
ロシマ・ナガサキ」から考える 
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戦後 63 年を経て、広島・長崎の原爆体験の持つ意味も
次第に私たちの思考から遠のいている感もある。だが、
ヒロシマ体験は、世界的に開発の進んでいる今日、かえ
ってその重要性を増している面がある。日本が経験した
核爆弾の被害の持つ意味をどのように今日のグローバル
化時代に生かし、より人間的な世界、人間的な開発を実
現するかは、開発学徒にとっても大きな課題である。 
 本セッションでは、グローバリゼーション時代の開発
とヒロシマの関連を検討した。 
先ず、佐藤報告は、グローバリゼーション時代に人間
の安全保障論が提起されてきた背景を説明し、非暴力的
な紛争管理、経済社会開発による紛争要因縮減、人道・
復興支援、人間の能力強化がセットになり、国際協調に
より広島型のジェノサイドを避ける可能性を議論した。 
佐渡報告は、国際的な核戦争の危機に際して、広島が
つねに平和のメッセージを発して、国際世論に対し、戦
争のオールタナティブの道があることを示してきた事情
を説明した。広島は同時に今日でも被爆者に対する差別、
排除などの経験を持ち、今日の難民や被災者にとって人
権保障が先ず必要なことを示している。そこから「報復
より和解を」という平和のメッセージが出てくる。 
喜多報告では、「ヒバクシャ」「難民」が外からレッテ
ルを貼られた集団として、援助の対象となるばかりでな
く、どう人権回復の試みのなかで自らの主体性を確立し
ていくか、という問題提起を行った。いずれの場合にも
PTSD への対応、メンタルケアが重要だが。 
それにとどまることなく、「強者と弱者」を絶えず再創出
していくような社会構造を見据えながら、弱者のメイン
ストリーム化をはかっていかなければならない。 
 勝俣報告は、「ヒロシマ・ナガサキ」の現代的意義とし
て、一方では、大恐慌・第二次世界大戦の流れに対する
人権、平和的生存権の定立としての側面を指摘した。ま
た他方でそれは、巨大化する科学技術文明をどう人間た
ちが倫理的にコントロールできるか、という問題でもあ
る。アフリカでも開発と暴力が隣り合わせの情況が見ら
れる。開発の目的としての平和は、単に戦争がない（社
会の暴力的構造を残す）消極的平和ではなく、人権に基
く積極的な平和でなければならない。 
これら四報告を通じて、グローバリゼーション時代に
おける開発にとって、「ヒロシマ」経験は依然としてバイ
タルなものであり、次世代にとっても、また南の国々に
とっても、ヒロシマ経験から継承すべきことが大きいこ
とが確認された。参加者 60 名。 
 
共通論題 2：これからの開発援助を考える 
座長：松岡 俊二（早稲田大学） 
共通論題 2「これからの開発援助を考える」は約 120
名が参加し、以下のようなプログラムで日本の開発援助
のあり方と今後の開発援助研究のあり方について討論を
行った。 
座長・松岡俊二（早稲田大学）：「問題提起：今、日本
の開発援助研究がすべきことは何か？」 
パネリスト 
1. 恒川惠市（JICA 研究所長）：「JICA 研究所は何をめざ
すのか？」 
2. 丹呉圭一（埼玉大学）：「日本の援助の過去・現在・
未来」 
3. 中尾武彦（財務省国際局）：「日本の開発援助と国際
社会」 
4. 斎藤文彦（龍谷大学）：「新 JICA の発足と非政府機関
との多様な対話」 
コメンテーター 松本 悟（メコンウォッチ） 
 本・共通論題セッションは、日本の公的開発援助の仕
組みが 1950 年代から 1960 年代に形成され、2008 年 10
月の新 JICA 誕生により新たな制度的枠組みがスタート
することを受けたものである。この時期に改めて国際開
発学会として日本の国際開発研究と国際開発実践との関
係を検討し、今後の国際開発研究のあり方を議論するこ
とが必要であると考えたものである。 
 本・共通論題では、今後の国際開発研究の課題として
主に以下の 4 点を議論した。 
（１）Issue Oriented 学問としての国際開発研究とは何
か？ 
（２）今日の真の開発課題とは何か？  
（３）国際開発研究における知識創造のあり方とは何
か？  
（４）国際開発研究を推進するための方法論の体系化は
可能か? 
フロアー討論では、国内の学術研究状況や新 JICA の
誕生といった制度変化や国際的な国際開発研究の動向な
どを慎重に見きわめた時、日本の国際開発研究は何をし
なければならないのかといった議論を行ったが、やはり
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時期的なこともあり、新 JICA および JICA 研究所に対す
る、学会・研究者と JICA との効果的連携構築に関する
注文が多く出た。 
しかし、日本の国際開発研究の COE となるべき国際
開発学会はこれでよいのか、このような研究や学会活動
を強化すべきではないかといった国際開発研究のあり方
をめぐる根本的な学問論については十分な議論が出来な
かったと反省している。学際的・複合的な学術分野であ
る国際開発研究の発展を標榜する本学会にとって、学術
研究としての国際開発研究の発展のあり方を議論するこ
とは最も重要なテーマであり、引き続き、学会の場で真
剣な議論を続けていく必要があると考えている。 
可能であれば、次回の春季大会・全国大会において、
こうした学問としての国際開発研究の発展のあり方を問
う企画セッションを組織することが望ましい。 
 
特別セッション ：  
韓国国際開発協力学会副会長講演 
Keuk-Je Sung 教授, The Past, Current and Future of 
Korean ODA 
[座長：山形辰史（アジア経済研究所）] 
 本 大 会 に 、 韓 国 国 際 開 発 協 力 学 会 (Korean 
Association of International Development Cooperation)
副会長の Keuk-Je Sung（成 克済）教授（慶煕大学校
国際大学院院長: Dean, Graduate School of Pan-Pacific 
International Studies, Kyung Hee University）を招聘し
た。講演は、(1) Rapid Transformation of the Korean, (2) 
From a Recipient Country , (3) To a Donor Country, (4) 
Current ODA Policy, (5) NGO Activities, (6) Concluding 
Remarks, という内容で、数多くの写真やデータを示し
つつ、分かりやすく、かつユーモアたっぷりに説明され
た。講演に用いられたプレゼンテーション・ファイルは、
副会長の著作権に十分配慮した上で、本学会員に配布し
てよいと、了解をいただいているので、ご希望の方は山
形辰史(tatsufumi_yamagata@ide.go.jp)まで連絡された
い。 
 
セッション 1 ：（院生）途上国の教育 
座長兼討論者：佐藤仁（東京大学） 
 本セッションは下記の 3 本の報告から構成された。最
初の澁谷渚（神戸大学）「ザンビア生徒の学習に関する一
考察：試験で測れない生徒が持つ数学的可能性に着目し
て」では、「超越的再帰モデル」を用いて、生徒の学習プ
ロセスを可視化し、点数という成果に現れない能力を積
極的に評価すべき可能性を提示する報告であった。これ
に対して、ザンビアの一般的な教育水準に照らして、こ
の学校がサンプルとしてどのような特徴をもつのか、数
学という教科の特性と議論の一般化の可能性、誰がプロ
セスを評価すべきなのか、などの点について質問が出さ
れた。 
 次に、川崎剛太郎・平川幸子（広島大学）「セネガル共
和国バンベイ県における児童の学力に影響を与える要
因」では、学校、家庭、個人といった要因の中で、生徒
の成績に効いている要因はどれか、という問いに即して
アンケート調査にもとづく統計分析を行い、それぞれの
要因の構成要素別に効いている要因と効いていない要因
について結果が報告された。これに対して、研究が記述
にとどまっていて解釈や推論に及んでいない点や先行研
究との連関が不十分であるといった指摘がなされた。 
 最後の大村奈央（神戸大学）「ビルマの初等教育におけ
る国民教育と“ビルマ化”に関する考察」では、ビルマの
初等教育で教えられている「道徳・公民」「国家精神」ラ
イフスキル」の科目が紹介され、それらの教科書分析を
通じて、国教ではない仏教が、「隠れたカリキュラム」と
して国民のビルマ化に寄与している側面がハイライトさ
れた。これに対して、討論者やフロアから、教育を通じ
た国民統合の努力はどの政府も行っていることであり、
とりわけ軍政下にあるビルマでは当たり前ではないか、
といった指摘や国際比較を行ってビルマの特徴をあぶり
だす必要性などが指摘された。 
 いずれの発表も、時間をきちんと守り、入念に準備さ
れたものであった点が評価された。また、現地調査にも
とづいて自分なりに考えようとした努力もよかった。し
かし、それを学問にしていくためには、さらに超えなく
てはいけないハードルがある。討論の中で、それらのハ
ードルが何であるかは報告者に十分伝わったと思われる
ので、いずれ、磨きなおされた報告をもって学会で再会
したい。なお、このセッションは 3 報告であったが、フ
ロアとの討論の時間も考えるとちょうどよい報告数であ
った。参加者は約 30 名。 
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セッション 2 ：（院生）産業技術と経済発展 
座長：横山久（津田塾大学） 
第 1 日目午前セッションであったためか、参加人数は
少なく 20 名前後だった。また、近年フルペーパーの座
長・討論者への事前送付がなおざりになっていると言わ
れている。そんな中で、4 本の報告は事前に送付された
フルペーパーに基づき、きちんとした議論が行われた。
これは討論者に急遽指名された坂井秀吉（東北大学）会
員の、事前 1 ヶ月に渡る、懇切丁寧なコメントとフルペ
ーパーを送付した 4 人の報告者の努力の賜物である。特
に坂井会員に感謝したい。また、きちんとした議論が行
われた事はフルペーパーの事前提出が望まれるゆえんで
もある。4 本の実証分析は新 ASEAN メンバー、ヴェト
ナム、ラオスにおける MFA（多国間繊維協定）終了後の
衣服産業に関する技術、バングラデシュの農村電力サー
ビスへの需要、の報告である。英語でプレゼン・討論さ
れた 3 本の前者については、オペレーション学会などで
頻繁に用いられているが、本学会ではそれほどは報告さ
れていない DEA（Data Envelopment Analysis; 包絡線分
析）などが適用され、移行期の両経済の不効率性が論じ
られた。DEA は確かにフロンティアだけを推計する従来
の生産関数分析と異なって、不効率性をフロンティア内
部に持つ移行期経済を描写するに適していることなどが
示された。また、MFA の終了に伴う両経済衣服産業の国
際競争条件の違い、さらには、第一報告の言うイノベー
ションは確かに製品・工程のイノベーションであるのか
どうかなどについて議論された。バングラの農村電力に
ついては、ランダム効用モデルにより限界支払い意志額
が推計され、夜間電力に対する高い需要が指摘された。
特に、提示された属性レベルの選択個数とその方法、単
位料金逓増（逓減）性などについて議論された。総じて
時間も守られ、討論も充実しており、終了後も議論が続
けられ、報告者にとっては実り多いセッションであった
といえるだろう。 
 
セッション 3 ：（院生）マクロ経済開発 
座長・討論者：駿河輝和(神戸大学) 
経済理論の分析、テクニカルな分析手法を用いた計量
経済分析が中心であったためか、参加者は 15 名程度と少
なかったが、活発な議論が行われた。 
第 1 報告の竹内信行会員（神戸大学）による「生産要
素の蓄積や技術進歩の進展が都市部の失業に及ぼす影響
に関する理論的考察」は、農業部門と工業部門の 2 部門
2 地域からなるハリスートダロ・モデルを基にした経済
モデルの理論分析であった。各部門の資本蓄積の増加や
技術進歩が起こったときに都市失業にどういう影響を与
えるかを比較静学により分析している。主な議論は、小
国開放経済の仮定に対する閉鎖経済の仮定の妥当性、技
術進歩などが都市失業に与える影響のメカニズムの現実
妥当性に関してのものであった。 
 第 2 報告は、村上善道会員（東京大学）による「チリ
における賃金格差の決定要因－quantile regression による
分析－」であった。この論文は、34 年間の各年の家計個
票により教育の収益率を計算している。高所得層と低所
得層では教育の収益率に大きな差があり、そのことが賃
金格差の要因になっているのではないかという仮説をテ
ストした。その結果、賃金格差の拡大時期に、高分位点
と低分位点間の収益率格差は拡大する傾向はなかった。
議論は、チリにおける階層間の異質性とは何か、サンチ
ャゴ圏の賃金所得者に限ったデータでチリの所得格差の
要因分析ができるかという点であった。 
 第 3 報告は、Yunianto Hadiwibowo 会員（広島大学）に
よる “Saving, Investment and International Capital Mobility: 
Feldstain-Horioka Puzzle in Indonesia” であった。もし資本
の国際間移動が完全であれば、国内貯蓄と投資の間には
何の相関もなくなるはずである。この仮説をインドネシ
アのデータで確かめようとしている。分析の結果、期間
により、貯蓄と投資の相関は異なっていた。主な議論は、
各時期において貯蓄と投資の相関についての説明に関す
る点であった。 
 第 4 報告は、Joseph Kwadwo Assenso 会員(大分大学)に
よる “The Efficient Market Hypothesis: An Inquiry into 
Ghana’s Foreign Exchange Market” である。この論文は、
ガーナにおける米ドル、ユーロ、英国ボンドの為替市場
に関して効率的市場仮説をテストしている。ガーナにお
ける各通貨の為替レートは、弱効率性市場であることが
確かめられた。また、3 つの通貨の間に擬似強効率的市
場仮説は長期的には確かめられたが、短期では認められ
ず、米ドルが支配的であった。議論は政府介入の影響、
妥当性に関して行われた。 
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セッション 4 ：（院生）コミュニティとボランテ
ィア 
座長兼討論者：佐藤寛（アジア経済研究所）  
本セッションでは、社会開発関連の三つの報告がそれ
ぞれ現地調査に基づいた報告を行った。 
（1） 畠山勝太会員（神戸大学)「途上国におけるインセ
ンティブペイシステム導入可能性の検討」と題して、教
育の質向上のための教員給与改革（キャリア・ラダーシ
ステム）の導入を取り上げ、アングロサクソン系の国々
で開発された制度が社会的背景の異なるネパールで機能
するのかとい問いをたて、ネパールの文脈では教育の質
向上のためにほとんど機能していないと結論づけ、従来
型の給与制度の見直しが必要ではないかと提言した。座
長からは給与改革で意図されている「モティべーション」
と「職能」との間にどのような関係があるのかを考察す
る必要性、並びに時間内で報告を行うこと（予定時間 17
分に対して 7 分オーバー）がアドバイスされた。 
（2） 氏橋亮介会員（東京大学）「森林ボランティアの参
入による農村住民の資源への再着目」では、資源は「見
るものごとに異なる可能性の束」であるという点から、
外部者が「負の資源」に関わることで、現地の人々が「資
源へのまなざしを変える」プロセスを、京都府下の森林
ボランティア事業を例に説明した。座長並びに参加者か
ら態度変容の原因としてあげている「社会的要因」は実
は「経済的要因」として説明できるのではないか、また
途上国開発へのインプリケーションが不明確であるとの
指摘があった。本報告も報告時間を 6 分オーバーしていた。 
（3） 小早川祐子会員（東洋大学）「コミュニティ開発と
ソーシャルキャピタル蓄積の家庭の一考察」として、セ
ブの都市貧困地区で住民が自主的な活動を行っていくプ
ロセスを「意識変化」「ソフト事業による能力向上」「ネ
ットワーク化」といった段階に分けてこれをソーシャル
キャピタルの蓄積として報告した。座長からは、各段階
で注目しているものが異なり、それらを一貫してソーシ
ャルキャピタルとして捕らえる根拠が不明確と指摘した。
本報告は予定時間通りに終了し、プレゼンテーションも
メリハリがあった。毎回指摘することであるが、院生セ
ッションはいわばデビュー戦であり、内容もさることな
がら十分なリハーサルを行ってメッセージを明確にする
こと、時間通りに終了することを心がけていただきたい。
（参加者 24～33 名） 
セッション 5 ： 生活改善アプローチ  
座長：柳原 透（拓殖大学） 
指定討論者：絵所秀紀（法政大学） 
内海成治（お茶の水大学） 
本セッションでは、「生活改善」部会の 2 年間の活動の
成果を踏まえまた最終年度の方向を提示すべく、４つの
報告を行い、コメントを受けた。 
報告 1．生活改善の成果は、何をいかに測るのか：日本
の場合  
太田 美帆（東京大学） 
1950 年代の生活改善普及事業について、「生活技術」
と「考える農民育成」の両面での事業成果の設定と
評価における特徴を整理分析し、プロセス重視の評
価方法の意義を論じた。 
報告 2．農村女性のエンパワーメント：パラグアイ農村部
で展開されたと生活改善プロジェクトとその評価 
藤掛洋子（東京家政学院大学） 
15 年間の現地調査を踏まえ、生活改善プロジェクト
が持続した理由と農村女性の変化を示し、独自の指
標を用いてエンパワーメントの過程を可視化する
評価モデルを提示し、応用事例を紹介した。 
報告 3．日本で行う生活改善研修は、帰国後に開発途上
国で活用できるか―中米カリブ地域を事例に― 
藤城 一雄 （国際協力機構） 
JICA 研修を通ずる現場と政策の両レベルでの生活
改善アプローチの適用事例について、追跡調査を通
じて、現場ニーズおよび政策・行政体制との適合を
検討し、成果と課題を示した。 
報告 4．「生活改善アプローチ」の明確化・再提示に向
けて―開発協力への適用に向けた展望と課題― 
佐藤 峰（国際協力機構） 
「生活改善アプローチ」の定義・意義、他の（開発）
アプローチとの比較、適用事例、の 3 面での到達点
を要約し、総合とさらなる適用に資する明確化・再
提示の方向と課題を示した。 
指定討論者および会場から、戦後日本および適用対象
国での政策・制度環境、収入向上と生活改善それぞれの
動機と意義、アプローチ適用成果の評価方法、アプロー
チとしての対比、など重要な指摘が寄せられ、今後の部
会活に向け有意義な討議を持つことができた。（参加者は
約 55 名）。 
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セッション 6 ： インフラ整備がもたらす社
会経済的インパクト 
座長：澤田康幸(東京大学) 
本セッションでは、国際協力銀行スリランカ灌漑支援
事業のケースについて澤田康幸（東京大学）、笠原龍二
（JICA 研究所）、青柳恵太郎（JICA）、上山美香（JICA
研究所）による 4 つの報告の後、予定討論者である牟田
博光教授（東京工業大学）と朽木昭文教授（日本大学）
の討論、フロアーとの質疑応答が行われた。報告では、
国際協力銀行開発金融研究所が、2000 年から 2007 年に
かけて、スリランカ、ウダワラウェ左岸灌漑地域を対象
に行なったパネル世帯調査をもとに、灌漑インフラ整備
が直接的、間接的に貧困削減に与えるインパクトを、さ
まざまな角度から定量的・定性的に分析し、その結果を
もとに、インフラ開発全般に対して、その貧困削減効果、
望ましい援助のあり方を議論した。報告でのポイントは
大きくみると 3 つある。第一に、2001-3 年にかけて 5 ラ
ウンド、2006-7 年にかけて 2 ラウンドの計 7 回にわたる
家計調査から得られた、貴重なパネルデータを用いて、
厳密な計量分析に基づき、灌漑インフラが世帯・個人レ
ベルでの大きな貧困削減効果を持っていることが頑健に
示されたことである。第二に、所得・消費面の貧困に限
らず、資産ベースの貧困アプローチ、健康といった多面
的な貧困においても、灌漑インフラの重要性が明らかと
なった。第三に、灌漑整備が直接的に貧困削減に与える
効果のみならず、農民組織の組織化にも影響を生み出し
ていると考えられる点である。討論では、当灌漑プロジ
ェクトの実施地域における土地所有制度の実態や入植基
準の妥当性、さらには灌漑が末端で効果的に機能してい
るかどうかなどをより詳細に検討すべきこと、総じて貧
困削減に貢献していると見られる灌漑の問題点をより明
確に浮き彫りにすることが、実務へのフィードバックと
して不可欠であることなどが指摘された。フロアーから
の討論では、現在の誘導系アプローチからさらに構造的
なアプローチに進むことが政策の効果を識別する上で不
可欠であることや、フィリピンなど他の地域との比較を
含めて他の案件でも適用可能なExternal validityを検証す
る点の必要性、さらには空間的な資源配分や保険メカニ
ズムのデザインといったより大きな視点からアカデミッ
クな国際貢献を目指すことが今後の課題として出された。 
 
セッション 7：アフリカにおける教育と開発 
座長：佐藤眞理子（筑波大学） 
本セッションでは 4 課題の報告があった。内海成治会
員・中川真帆会員の「ケニア・ラムにおける教育と開発
―キプンガニ小学校の変容―」、高柳妙子会員「Primary 
Schooling and Community Development in Kenya: The 
Implication for Teachers and Students」、澤村信英会員・伊
元智恵子会員の「ケニア農村部における小学校就学の現
実的意味―生徒、教師、保護者のインタビューを中心と
して―」、及び米原あき会員の「タンザニアにおける初
等学校学齢児童の識字能力に対する影響要因：階層非線
形モデルによる試論的考察」である。討論者は小川啓一
会員と山口しのぶ会員である。内海会員他、高柳会員及
び澤村会員他の 3 課題は入念な現地調査をもとにした研
究であった。高柳会員は児童の識字要因を個人レベルと
地域レベルの変数を基に非線形モデルから分析した研究
である。内海会員他はケニアのラム島の 1 小学校の進級
構造を調査し、小学校の進級構造にはナーサリー段階で
の充実が大きく影響していることを指摘し、集落内の親
族関係・人間関係、民族関係からの影響も考察した研究
である。高柳会員は内海会員と同じケニアのラム島をフ
ィールドに、初等教育の就学とコミュニティ開発の関連
をみたものである。小学校の就学はコミュニティ開発に
ポジティブにもネガティブにも影響していることを明ら
かにし、教育は生徒・両親にとって高所得のホワイトカ
ラーの就職へのツールとして重要視されていることを指
摘したものである。澤村会員他はケニアをフィールドに
小学校就学の主観的意味づけを関係者（生徒、教師、保
護者）ごとに分析し、学校の実態の把握には子どもに寄
り添った研究枠組みの必要性を指摘した。米原会員の研
究は児童の識字は地域―農村部と都市部－では影響を
与える要因・ニーズが異なるという結論であった。40 名
ほどの参加者から多くの質問、コメントがあり、活発な
討議がされた。そのなかで、現地調査であるため、一般
化のためには他の事例・現地との比較が必要である、ま
たより多くの関係者へのインタビューが必要であるとの
強い意見が出された。 
 
セッション 8 ： 平和構築 
座長：大熊忠之(広島修道大学) 
指定討論者：勝俣誠(明治学院大学)、勝間靖(早稲田大学) 
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 このセッションは、報告者 1 名が出席できなくなった
ため、報告は 3 件となった。 
最初の報告は、『〈脆弱国家〉をめぐる開発戦略に対す
る一考察』(浜名弘明会員)で、概念的検討が示され、つ
ぎにその政府機能をエージェンシー理論から定位し、国
際社会のコミットメントの正当性を考察するものであっ
た。介入の根拠について無危害則に止まらず自己決定
権・自治権の尊重原則と正義則を加える必要性を力説し
た。コメンテーターからは、脆弱国家の成立要件につい
て、イラク・アフガニスタンなど個別事例への適応に検
討の余地があること、またエージェント理論の妥当性や
開発戦略との関連について事例検証が少ないことが指摘
された。 
 第 2 報告は「円借款における平和構築の試み」（工藤正
樹会員ほか）であった。旧 JBIC と JICA との統合により、
JBIC の円借款業務が JICA に統合され、円借款に平和構
築に係わる業務が出現した。しかし平和構築になじみの
ない担当者は業務上の困難に直面した。最大の問題は平
和構築の政策概念に実務的要素が希薄な点にあった。そ
こで平和構築を業務課題との関連で捉えなおす作業を実
施し、つぎこの政策視座より円借款の業務指針を検討し
て、負の影響の抑制を政策目標におくこととした。この
業務革新において開発人類学や言語学の手法を参照し、
かなりのヒントを得たという。コメンテーターからは、
報告が実務の改善報告に止まっているという指摘や、過
去の業務改善経験や国外での事例との比較が欲しかった
との指摘がなされた。またとくに開発人類学と言語学ツ
ール導入については考察の弱さが強調された。 
 第 3 報告の「パレスチナ/イスラエルにおける代替開発
運動と平和構築の展望」(岡野内正会員)は、イスラエル
の工業化にともなう環境破壊に対応するためイスラエル
内で代替開発という運動が起こり、それがパレスチナに
も拡がる可能性を示しているという。発表はエコ・シオ
ニズムという運動がパレスチナ紛争解決の萌芽を含むの
ではないかという現場報告であった。コメンテーターお
よびフロアから、エコ・シオニズムがどれだけ広がりを
見せているのかという事実認識やそもそもイスラエル/
パレスチナ問題が平和構築のテーマになるのかという疑
問が出された。 
 本セッションは、紛争地域での開発を論じるとき、現
実から生じる多くの疑問を扱うものとならざるを得ない
ことを示すものであった。 
 
セッション 9：開発とフィールドワーク 
座長：西真如（京都大学） 
本セッションには約 40 名が参加し、次の 3 つの報告が
おこなわれた。 
(1) 戸田美佳子（京都大学大学院）「カメルーンの身体
障害者の生活実践とその社会的コンテクスト：カメ
ルーン東部州の農村と首都ヤウンデの事例から」 
(2) 姜明江（京都大学大学院）「アフリカの農村で生活
するハンセン病回復者の生活自立度評価：ザンビア
の L 村におけるフィールドワークにもとづく報告」 
(3) 西 真如 （京都大学）「HIV 感染者と非感染者との
共存に向けた取組み：エチオピアにおけるフィール
ドワークにもとづく報告」 
これらの報告はそれぞれ、障害、後遺症、感染症とい
った問題に注目しながら、開発論上の課題を扱うフィー
ルドワークの手法について検討したものである。(1) は、
カメルーンの都市と農村における障害者の生計活動に関
する報告である。障害と開発に関する従来の議論では見
過ごされてきた、障害者と非障害者相互の働きかけに着
目し、両者の関係を踏まえたコミュニティ・エンパワメ
ントの必要性を主張した。 
(2) は、ハンセン病回復者の生活の観察をもとに、回
復者の自立度評価の方法について検討した。個々の回復
者の日常動作や後遺症の程度だけを検討するのは不十分
であり、回復者の健康を維持するために必要な農作業や
後遺症治療といった問題について、地域社会レベルでの
協力関係が成立しているかどうかを観察する必要がある
ことを明らかにした。 
(3) は、地域住民が主導する HIV/AIDS 対策に関する
報告である。HIV 予防と感染者の福利向上とを実現する
ためには、地域社会の中にある不一致（感染している／
していない、感染リスクが高い／低い）を踏まえて、住
民相互の関与を促す開発手法が必要であると主張した。 
報告後の討論では、個別の事例の検討を超えて、フィ
ールドワークの実践から得られた知見が開発理論にどの
ような貢献をするのか明らかにすべきであるとの意見が
述べられた。また人類学的なフィールドワークとの比較
において、「開発フィールドワーク」の目的および手法は
どのようなものか、具体的に提示する必要があることが
－ 11 － 
指摘された。 
 
セッション 10 ： 開発援助のインパクト 
座長：下村恭民（法政大学） 
「開発援助のインパクト」のテーマに関連して 4 名の
会員による発表が行われた。Pitch Sutheerawatthana 会員
（東京大学）から、タイとラオスの 3 つのダム建設事業
を事例として、ODA によるインフラ整備事業が引き起こ
す社会面・環境面への影響を把握する枠組みに関する研
究の成果が発表された。黒川清登会員（国際協力機構）
からは、日本が独自に発信しているコミュニティ開発ア
プローチである「一村一品運動」の、タイにおける適用
例としての OTOP 運動のインパクトが、タイ東北部の現
地調査結果に基づいて発表された。小林誉明会員（国際
協力機構）からは、世界的な「援助疲れ」の中で際立っ
て高い北欧の ODA/GNI 比率の謎を説明する新しい試み
（利他的な国民性だけでなく独自の形の“国益追求”に注
目する視点）が提示された。最後に吉積巳貴会員（京都
大学）から、住民参加型の国際環境協力の試みの有効性
について、中部ベトナムでの都市部（ダナン）と農村部
（フエ近郊）の 2 つの事例研究に基づいた発表があった。 
発表に対して、三好皓一会員（立命館アジア太平洋大
学）が Pitch 論文と小林論文について、野田真里会員（中
部大学）が黒川論文および吉積論文について、討論者と
して共に懇切なコメントを行った。発表者と討論者の間
の意見交換に続いて、フロアの 4 名の参加者からのコメ
ントが出された。いずれも小林会員の発表に触発された
ものであった。 
援助事業のインパクトは、事業が終了してから比較的
短い間に、事業の直接の影響を中心として評価されるこ
とが多いが、長い時間軸でとらえた影響は、正の面でも
負の面でも非常に大きい。討論を通じて、対象事業のイ
ンパクトの推移に関する持続的な観察の重要性が浮き彫
りにされた。 
 
セッション 11 ： （院生）社会開発 
座長兼コメンテータ：藤倉良（法政大学） 
「女性障害者へのエンパワメント（長谷川涼子・木全
洋一郎）」は， JICA 技術協力プロジェクトの中で女性障
害者への取り組みが実施されたタイ国アジア太平洋障害
者プロジェクトに関する事例報告である。研究のフレー
ムワークは整っているので，同プロジェクトの実績を踏
まえた評価が今後行われれば，女性障害者配慮及びエン
パワメントに資する教訓が抽出されることが期待できる。 
 「ケニアにおける民族紛争への法的対応（平田真太郎）」
は，ケニアでは行政が中立的立場から民族紛争を解決す
ることが期待できないため，司法が行政に代わってこの
問題を解決する可能性について論じた。行政のガバナン
スが悪い国で，なぜ司法に可能なのかが今後明らかにさ
れることを期待したい。報告論文の文章が難解であり，
「人に読んでもらうための」工夫が求められる。 
 "Promoting Primary Education in Nepal (Bharati Saraswoti 
and Takao Hosokawa)" は，ネパールの農村をフィールド
として，子供に公的な初等教育を受けさせていない家族
にヒアリング調査を行い，子供たちに授業時間が短縮さ
れたインフォーマルな教育を行うことで生じる親の教育
意識の変化を分析しようとした報告である。今後，異な
る村で比較調査を行うなどして事例数を増やせれば，実
証的な研究となろう。 
 「教育の地方分権化における教員としてのアイデンテ
ィティ（藤井美樹）」は，さまざまな要因によって作られ
る教員意識に，インドネシアの地方分権政策がどう影響
しているかを，教員個々人を対象とした調査によって探
ろうとした取り組みである。この研究成果をどう政策提
言に結びつけていくかが，今後の課題であろう。 
 本セッションの報告は，いずれも一定の成果を収めて
はいるが，研究が最終的に目指す目標（なぜ，この研究
をしているのか）が明示されていない。これを常に見失
わないように心がけなければならないことはもちろんで
あるが，成果を報告する場合には，まずそれを聴衆に示
すことが必要である。 
(セッション参加人数は最も多い時間帯で約 20
名であった）。 
 
セッション 12 ：（院生）人間開発とコミュニ
ティー発展 
座長兼討論者：林 薫（文教大学） 
本セッションは 3 本の報告で構成されていたが、テー
マ相互間の関連性は薄く、むしろきわめてユニークな独
立の 3 本の研究をベースに多種多様な議論が展開し、バ
ラエティーと知的刺激に満ちたセッションとなった。 
第 1 報告「潜在クラスモデルを用いた、中国における
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電力供給と大気質改善に対する住民選好の評価」（小松悟、
大床太郎、金子慎治、Latdaphone Banchongphanith、豊田
知世、 陳春暁）は非市場財の価値を分析する手法である
表明選好法を使用して、住民の選好構造がどのような要
因によって決定されているのかを分析し、効果的な電力
政策を実施するためにはどのような電力政策が望まれる
かを検討したきわめて意欲的な研究であり、選好の推計
手法、住民の回答データの解釈、分析方法等について突
っ込んだ議論が行われた。実際のプロジェクト評価とし
て行われた点をもっと強調すれば、研究の目的がより明
確に説明できたと思われる。非市場財の価値分析による
評価の研究が進展することは実務上の意義も大きい。今
後の展開が楽しみである。 
第 2 報告の「中国の小規模農業経営システムの効率改
善と農民組織化に関する研究」（劉 励敏）は、中国の農
村における合作組織の現状の現地調査を通じて、その抱
える問題点と改革の方向性を論じたものである。その結
果、サービスの向上、規範の確立など合作組織自身の能
力向上とともに、管轄行政機関の一元化や資金面、財政
面での関与などの政府の支援が必要であることが明らか
にされている。議論では取引費用などの概念を用いて分
析をより深めることなどがアドバイスとして出された。
今後の展開に期待したい。 
第 3 報告の「パレート原理に基づく人間開発ランキン
グ」（道中 真紀）では、人間開発指標などにおいて各指
標にウェイトをつけていなこと、またそれが困難なこと
を問題として指摘しつつ、解決方法として指標データの
ベクトルをスカラー値に変換することなく、パレート優
越関係に基づいて順位付けを行い、指数化および集計に
伴う恣意性を排除する方法を提案した。議論では、指標
数と順位付けの難度に相関があるのではないか？ 結果
として出された順位は人間開発指標の順位と大差なく、
かえって人間開発指標の妥当性を証明する結果になって
いないかなどのきわめて面白い議論の展開になった。実
際にこのパレート優越関係に基づく指標をどのように活
用していくかを今後示していけば、画期的”Innovative”な
研究になると思われるので、大いに期待したい。 
 
セッション 13 ： フェアトレード 
座長：佐藤寛（アジア経済研究所） 
指定討論者：長田博（名古屋大学）、松岡俊二（広島大学） 
このセッションは本学会で初のフェアトレードに関す
るセッションであったが、参加者約 90 名を得たことは、
開発研究の中で今後この問題に対する関心が高まって行
くであろうことを期待させる。本セッションでははじめ
に座長がセッションの意図を説明したあと４名の会員が
報告した。北澤肯会員（フェアトレード・リソースセン
ター)は実際にフェアトレード運動にコミットする立場
から「フェアトレードと認証制度」と題して認証ラベル
の効果について報告し、今後のフェアトレードの広がり
について期待を表明した。人類学者の鈴木紀会員（国立
民族学博物館）は「フェアトレード成立の条件：フェア
トレード・チョコレートを巡るアクター分析」と題して
フィールドワークに基づく報告を行い、フェアトレード
現象の研究に多様なアクターの視点を取り込む必要性を
示した。大野敦会員（神戸国際大学）は国際経済学の視
点から「フェアトレードと貧困」と題して、国際貿易に
おけるフェアトレードの位置づけを分析し、いくつかの
新鮮な分析枠組みを試論的に提示した。佐藤寛会員（ア
ジア経済研究所）は「フェアトレード現象はどのように
とらえられるか」と題して主として社会開発的な視点か
ら報告を行ない、フェアトレードという現象が途上国と
日本の新たな関係性の糸口になり得ることを指摘した。
コメンテーターの両氏からは簡潔かつ的確なコメントを
得られたが、時間的制約からフロアとの質疑の時間は十
分にとれなかった。今大会では一つのセッションは 120
分であったが、これまで通り 135 分を確保することが望
ましい。いずれにせよ、今後フェアトレードに関する研
究が本学会で深められていくことを期待できるセッショ
ンであった。 
 
セッション 14 ： 開発援助政策 
座長：高橋基樹(神戸大学) 
本セッションの討論者は、長谷川弘会員、および座長
の高橋が務めた。 
長田こずえ会員の「Development Policy Forum (DCF)：
国連経済社会理事会の新たな挑戦―マルチ開発協力に
おける参加型の新路線―」は同理事会において生まれた、
民間の主体をも含む参加型組織である DCF についての
報告である。DCF 誕生の背景には、国連の地位の相対的
低下、国連諸機関の相互調整の必要性、新興ドナーの興
隆による新たな協調の場の模索などがある。DCF は画期
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的な意味を持つが、同時に国連の独特の経験や位置付け
を生かしてゆくべきだという。坂根徹会員の「世界銀行
のプロジェクト実施における調達管理」は、世銀の融資
プロジェクトにおける調達管理の、世銀自体の組織と運
用について調査したものである。世銀の適正な調達管理
に関する強い問題意識と体制・対応の重層性が指摘され
ている。加藤真紀会員の「途上国における学術論文の生
産に関する分析」は、世界各国の学術論文につき、包括
的データを用いて各国の研究の質量の指標としての学術
論文発表数、引用数、被引用数に関わる特徴を考察した
ものである。これらの変数の関係に加えて、一人当たり
国民所得、外国機関所属者との共著関係、研究分野など
について分析している。鈴木修一会員他の「病院の質改
善（５S 活動）における進捗のずれと支援者の役割
（AAKCP を事例として）」は「アジア・アフリカ知識共
創プログラム」の下での、スリランカでの病院業務改善
の経験のアフリカ 8 か国への移転を試みた報告者自身の
実践に基づく。TQM の手法を用いた活動を通じて得られ
た、活動の前提としての業務改善に向けたマインドの形
成、競争意識の導入、上位機関のコミットメントなど、
参加者のモチベーションの形成と維持に関わるプログラ
ムの組み立てや手法上の教訓が報告された。 
 主なコメントとして、長田報告について国連無用論な
ど批判的見方を踏まえた考察の必要性があること、坂根
報告について調達の議論の途上国自体への影響などの含
意を論ずるべきであること、加藤報告について所得水準
の論文の質への強い影響をまぬかれている国々の考察が
有益と思われること、鈴木報告について援助の関与が終
ったあとも、各国自身で維持できるような仕組みの構築
を考えるべきことなどの指摘がなされた。 
 それぞれに興味深い個性的な、今後の研究の深化を通
じて国際開発研究の進展への貢献が期待できる報告がな
された。(出席者は約 30 名)。 
 
セッション 15 ： 開発と教育 
座長：黒田一雄（早稲田大学） 
 本セッションは、日本語による 2 発表と英語による 2
発表、計 4 発表により構成された。 
第１に、広島国際学院大学の石坂広樹会員により、「万
人のための教育（EFA）の成果及び今後の行方－2007 年
の EFA 関連会合に参加して－」と題した発表が行われた。
本報告では、EFA 関連会合での議論を総括し、ユネスコ
が発行する EFA グローバルモニタリングレポートでの
分析を関連付けて、EFA に関して、援助資金・教育予算、
教育の質と指標、他セクターとの関係など、様々な観点
からの議論が展開された。 
 第 2 に、広島大学（特別研究員）の友川幸会員から「西
アフリカニジェールの小学校における HIV/AIDS 予防教
育のための教材開発と実践」と題した発表が行われた。
本報告では、同国の小学校教師がエイズという病気につ
いて、病気の存在は知っていても、日常生活における感
染の危険性等について、正確な知識を有していないとい
うことが実証的に示された。 
 第 3 に、神戸大学の Phanhpakit Onphanhdala 会員と駿
河輝和会員により、「Revisiting the Determinants of Primary 
School Enrolment in Lao PDR」と題する発表が行われた。
本発表では、ラオスにおける初等教育就学率の決定要因
について、既存の家計調査を使用しながら、少数民族の
男女間格差の問題等に新しい視点からの分析結果が示さ
れた。 
 第４に、京都大学の櫻井理穂会員により、「The Politics 
of Child Labour and Education」と題した発表が行われた。
本発表では、国連の子どもの権利委員会に各国から提出
された文書を手掛かりに、EFA と児童労働の関係性につ
いて、概念的な整理が行われた。この分野は政策課題と
してはその重要性を認識されながらも、学術的な研究の
乏しい分野であり、今後の一層の展開が期待される。 
 この 4 報告に次いで、馬場卓也会員（広島大学）、山田
肖子会員（名古屋大学）両指定討論者によるコメントが
行われ、それぞれの学術研究としての方法論について活
発な議論が行われた。 
 
セッション 16 ： 開発と社会的弱者  
座長：磯田厚子 
（女子栄養大学・日本国際ボランティアセンター） 
指定討論者：青山温子（名古屋大学） 
内田康雄（立命館アジア太平洋大学） 
 本セッションでは下記 4 演題が報告され、それぞれ視
点は少しずつ異なるものの、いずれも障がい者や女性は
おかれた状況ゆえのハンディのみならず、それに起因す
る貧困という二重の問題を抱える場合が多いことが指摘
され、その二重性をどう指標化するか、どう統計データ
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や政策に反映されるか等に関連した研究である。 
 最初の野上裕生報告は、「開発途上国の障害者政策形成
過程の国際比較」と称して、比較検討する枠組みに関す
る一提案である。文化的文脈の中での障がい者の定義や
個人と世帯レベルで捉える場合の線引き等、いくつか基
本的検討に関するコメントが出された。 
 森壮也報告は、「フィリピンにおける障がい者の生計」
と題して、障がい者の生計統計や研究が殆どないことか
ら、フィリピンでのフィールド調査をベースに、生計実
態を把握し、データベース化を試みの途上の報告である。
障がい者の半数以上が世帯の主収入者である等、固定観
念で捕らえられている像と異なる点を指摘した。また、
ろう者自身がインタビューアーとなる調査法を導入した。 
 川口レオ報告は、「エジプト農村部の女性の健康改善に
寄与する因子―女性のエンパワメントとコミュニティ
開発活動」と題し、カイロ郊外住宅地区での女性のコミ
ュニティ活動参加や決定権等が医療への受診状況にどう
左右するかを主成分分析で検討し、活動参加が妊婦検診
受診に影響するとの報告である。コメントとして、エン
パワメントと健康行動のつながりを分析するのであれば、
先行研究も踏まえて文化的文脈での丁寧な分析に基づく
解析方法を用いる必要性が提起された。 
 栗田匡相報告は、「タイにおけるジェンダー格差（1988
－2004 年）－ミクロ計量分析とマクロ計量分析」と題し
て、タイの経済成長（マクロレベル・ミクロレベル）に
とって、賃金等のジェンダー格差があることが正負のど
ちらに働いたかを計量分析したものである。 
参加者は報告者も含めて 35 名程度であった。困難な課
題へのチャレンジであり意欲的であったとは言えるが、
研究途上の中間報告が多く、方法論上の課題もあり、報
告としてはやや深みに欠けたが、これからに期待される
課題だろう。 
 
セッション 17 ： 産業スキルディベロプメント 
座長：吉田和浩（広島大学） 
経済活動のグローバル化が加速し、技術革新が分野を
超えて進む今日、人材育成はどの国においても優先課題
となっている。途上国経済も最近までは堅調な成長を続
けてきたが、それは一次産品の国際価格上昇などに負う
ところが大きく、必ずしも労働生産性の上昇といった経
済体質の高度化を伴っているとは限らない。持続的成長
と貧困削減は途上国の重要テーマであり、それは同時に
産業スキルディベロプメント（以下「産業 SD」に対し
て途上国政府が高い期待を寄せるゆえんでもある。 
本セッションはこうした問題意識の下で、5 本の研究
成果の発表をみた。第 1 に吉田和浩（広島大学）は、サ
ブサハラ・アフリカの現状をもとに低所得国の産業 SD
有効性を検証する際の政策、資金、レレバンスの 3 ギャ
ップを視座として検証する枠組みを提示した。これに続
き第 2 に岡田亜弥（名古屋大学）は、政府の政策による
徒弟制度を人材育成戦略の中に位置づけた自動車産業の
インドの事例を報告した。第 3 に森田敦郎（大阪大学）
は、タイのクラフト労働市場が、徒弟制度を通じて農村
における人材のUターンと技術の向上に寄与している様
子を土着の機械工業の例を用いて示した。第 4 に山田肖
子（名古屋大学）は、職業訓練学校が課程の一部として
産業界との協力で実施する企業研修の実態と課題につい
て、ガーナの事例を報告した。第 5 に小川啓一は、公共
訓練機関の整備が遅れているラオスで成長する縫製産業
の企業内研修について発表した。 
発表に続き、討論者として吉田恒昭会員（東京大学）、
野上裕生会員（アジア経済研究所）より、産業 SD 分野
における鳥瞰的な研究としての期待を寄せること、途上
国で制度的な公的産業 SD を構築することの難しさ、イ
ンフォーマルセクターと政府の役割との関連など、共通
テーマに関わるものから個別発表についてのものまで、
幅広い示唆に富むコメントが寄せられた。 
本セッションは 30 数名の参加者を得、会場からも質
疑・コメントが寄せられ、活発な議論のうちに、多少時
間を超過して終了した。 
 
セッション 18 ： 開発経済 
座長：時政勗(広島修道大学) 
本セッションは 4 論文からなり、以下報告と討論の要
約を記す。 
渡辺松男(国際協力機構)は、途上国の支援の際、産業
政策が実践的であることが重要だが、そのためには、西
欧型の一括方式でなく、日本型の非支援国の条件に対応
した、コンサルティング援助が重要であることを、ザン
ビアの JAICA よる支援を例に対象国の情報、提供可能ノ
ウハウ、それらのマッチングの面から捉えた。それに対
し討論者から、産業政策の被援助国の成長への有効性に
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ついて賛否両論が示された。また、仲介機能効果という
提示された命題への検証をどのようにするかというコメ
ントがあった。 
上野宏(南山大学)は、鉱産物など資源輸出国が陥るオ
ランダ病は、自国為替レートの上昇が、全体としての経
済の工業化を困難にし、労働・資本が鉱山業のほかサー
ビス業に向かい、非貿易産業や工業の衰退を招くという
ものだが、モンゴルの 2003-06 年の実質為替レート、製
造業の雇用、GDP シェアの面から、オランダ病の状態で
あると主張。討論者から、為替レート、農業部門の成長、
羊毛産業の成長で見てオランダ病は終わりつつあるとも
見れる。フロアから、メカニズムの点をどのように見る
か、中期・長期的に見るとどうか等のコメントがなされ
た。 
馬場敏幸(法政大学)は、中国とインドの金型貿易を貿
易特価指数（輸出－輸入）／（輸出＋輸入）に基づいて、
輸出・輸入量と価格の面で金属金型 DIE 型とプラスチッ
ク金型 MOLD 型に分けて捉え、中国は MOLD 型におい
て、輸出も輸入も伸び、DIE 型は輸入が一段落、インド
はいずれも低水準。この違いは、金型が感覚的に理解可
能なものとそうでないものとの違い、CAD のようなコン
ピュータ技術の普及による。討論者から、この技術特性
の違いを、エビデンスに基づきどのように検証するか、
開発政策、援助政策のインプリケーションは何かという
コメントがあった。 
本台進（国際東アジア研究センター）は、中部ジャワ
農村、中部ジャワ都市、ジャカルタの 3 地域で、所得を、
教育年数、年齢、世帯人員に対し回帰し、教育の収益率
は、中部ジャワ農村より都市、さらにジャカルタで大き
くなることから、農村貧困削減のため、教育の収益率の
向上が必要。就業セクター別の収益率からは、中部ジャ
ワ農村では商業・農業で低いので、非農業の就業機会の
創出が、教育収益率の上昇に必要と主張。討論者から、
教育の収益率と非農業選択を組み合わせる新しい視点か
らの計量分析という指摘がなされた。 
本セッションにはいずれも優れた論文が集まり、また
指定討論者の江崎光男会員（大分大学）、澤田康幸会員(東
京大学)の刺激的なコメントがあり、充実したものであっ
た。今回の新しい視点からの報告の分析をどのように開
発経済学の理論に組み込み、開発政策として集約するか
という挑戦的な課題も浮かび上がった。（参加者 25 人） 
セッション 19 ： 開発とコミュニティ 
座長：斎藤千宏（日本福祉大学） 
 本セッションでは、4 報告に対して、指定討論者であ
る西川芳昭会員（名古屋大学）と荒木美奈子会員（お茶
の水女子大学）のコメントを中心に討論された。 
最初に辰巳佳寿子会員と佐野麻由子会員の二人が「開
発援助プロジェクトによる地域社会の変容」という共通
の主題で報告した。いずれも同じ研究プロジェクトに参
加したことによる。前者は JICA が京都大学との連携で
長年バングラデシュにおいて実施してきた「参加型農村
開発（通称 PRDP）」とネパールの地元 NGO によるマイ
クロファイナンス事業を事例に、後者は同じく JICA が
インドネシア国南スラウエシ州で実施してきた「貧困対
策支援村落開発計画」を事例に、開発プロジェクトによ
って地域社会に持ち込まれた方法がいかにして地域に定
着（＝制度化）され持続するものとなっていくのかを検
証している。前者においては地域社会のインフォーマル
組織を開発プロセスにおいてフォーマルなものとして活
用したことの重要性を、後者では、当初の開発計画が地
域社会との相互作用を通して、ある一定程度の幅のなか
で計画を変更できる柔軟性をもつことの重要性が指摘さ
れた。 
続いて太田まさこ会員が、「インド、グジャラート州に
おける女性グループのエコビジネス」と題して、同地で
実施した調査の報告をした。4 人目は、川澄厚志（学生）
会員が「小規模住民組織を単位としたコミュニティ開発
に関する比較研究」と題する報告を行なった。タイ全国
を対象に、都市貧困層が主体となって住環境整備を図る
ことを目的としたプロジェクト（行政と NGO の協働プ
ロジェクトである）のなかで、ソンクラー県で実施され
ている 2 つの地区を比較しながら、参加した住民たちが
負担をめぐってどのように合意形成をしていったかにつ
いて考察した。数年にわたって何度も現地調査を実施し
た上での研究報告は、院生として高いレベルにあり力作
であった。（セッション参加者数：55 名） 
 
セッション 20 ： 開発と技術・環境 
座長：森嶋彰（広島修道大学） 
本セッションでは、下記の４編の学術論文の発表が行
われ、指定討論者の中島正博会員（広島市立大学）と羅
星仁会員（広島修道大学）から出された質問や意見をも
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とに、積極的な討論が行われた。 
１．山路永司（東京大学）、佐麓周一(DISMP)「農業の新
技術に対する人々の反応と推進策」 
最近開発途上国を中心に普及している SRI(System of 
Rice Intensification)技術と伝統的稲作技術を、収穫量や省
力化や環境影響などの側面から比較検討し、その優越性
を明らかにすると同時に、普及のための方策を考察した
論文である。コメンテーターからは、SRI 技術に対する
さらなる実験がこれからも必要であることや日本とイン
ドネシアの社会的受容性の違いや CDM を利用した普及
策などに関するコメントが寄せられた。  
２．大谷仁美（東京大学）「水利組合の機能性の違いを引
き起こす要因に関する研究-インドネシア・南スラウェ
シ州サダン灌漑事業地区を事例に-」 
インドネシアでは小規模潅漑システムと運営権限が
水利組合に移管されてきたが、一部の地域では成功して
いる半面、一部の地域は水路の漏水や破損が深刻で水利
組合の役割に関する批判もある。本研究では、インドネ
シア南スラウェシ州サダン地区を事例に潅漑施設の維
持・管理のパフォーマンスの違いがどのような要因によ
って発生したかを評価し、水利組合の成功要因を検討し
たものである。コメンテーターから事例調査数が少なく
今後の研究に期待するとのコメントが寄せられた。 
３．Jun-chi Takada, Shinobu Yume Yamaguchi, Ceelie Leong 
(Tokyo Institute of Technology), Geographical information 
System (GIS) and Regional Development-Potential 
Problems and Feasible Solutions- 
GIS システムの活用は開発途上にある国々の発展に有
用な手段であるが、システムを導入するために必要な要
因について、東南アジ諸国での調査をもとに解析したも
のである。コメンテーターから、これらの国々の状況に
は開発のレベルによる格差があり、そのような要素も加
味する必要があるとのコメントが寄せられた。 
４．小島道一（日本貿易振興機構アジア経済研究所）、吉
田綾（国立環境研究所）「中国における電子電気廃棄
物の発生およびリサイクル‐農村での発生を中心に」 
中国では、使用済み製品が引き続き使用され、修理や
中古部品から製品が組み立てられる工程で発生する残渣
の処理が問題となっている。本報告では、中国政府が計
画している拡大生産者責任制度（EPR）に基づく家電・
パソコンリサイクル法と国家パイロットプロジェクトの
実施状況を検証し、中国版 EPR 制度導入の課題について
検討したものである。コメンテーターから本調査の独自
性に対しては高い評価があったが、中国に対する信頼性
のある統計分析が必要であることや中国独自の特徴をよ
り詳細に検討すべきであるとのコメントが寄せられ、研
究の今後への期待は高かった。 
本大会において、環境分野の論文が少なかったことは
残念であったが、全体として発展途上国に関する実証研
究が多く、非常に詳細なデータに基づく分析が行われ、
学術論文としては独自性のある発表であった。座長およ
び討論者の要領を得た的確なコメントとフロアからの質
疑などにより活発な討議によって充実したセッションで
あった。 
 
2008 年度収支報告について 
 
会計委員長 藤倉 良 
 
 第 19 回総会において承認された「2008 年度（2007 年
11 月１日～2008 年 10 月 31 日）収支報告」について，概
要を報告します。 
 収入の部では，会費収入が当初予算を約 22 万円下回り
ました。会費納入率が当初予想の 9 割に届かなかったこ
となどによります。これらと前年度繰越金を合わせた総
収入は約 3,041 万円となり，当初予算の 99.3％になりま
した。 
 支出の部では，役員選挙費として事業費から約 40 万円
を支出しました。また，会員数の増加に伴い事務委託費
が当初予算より 52％増加しました。一方，学会誌論文採
択件数の減少により学会誌編集業務委託費が当初予算よ
り 45％減少し，また，本部事務局におけるご努力の結果，
関連諸経費の支出が削減されました。支出総額は約 960
万円に抑えられ，当初予算の執行率は 71.0％になりました。 
 これらの結果，収入が支出を約 405 万円上回り，繰越
金が増加しました。 
 本会計報告は適正である旨のご連絡を，荒木光弥監査
役及び久保田真弓監査役から頂きました。 
 林事務局長以下，本部事務局スタッフのご尽力により，
多数の会計証憑書類がわかり良く整理され，会計事務を
円滑に行うことができました。お礼申しあげます。 
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2008 年度（2007 年 11 月１日～2008 年 10 月 31 日）収支報告 
（単位：円） 
収      入  支      出  
会費  
 正会員  (1,205 口 )   
 学生会員  (190 口 ) 
 賛助会員  (1 口 ) 
利息  
13,595,730 
 
 
 
25,750 
全国大会  
春季大会  
大会組織委員会  
学会誌編集業務委託費  
編集委員会  
ニューズレター  
学会賞  
研究部会・支部  
（４研究部会・3 支部） 
役員選挙  
1,500,000 
500,000 
123,915 
2,295,773 
154,898 
1,957,373 
96,599 
731,567 
 
397,109 
事
 
 
 
業
 
 
 
費
 
小   計  7,757,234 
事務委託経費  
学会本部経費  
通信費  
事務用品費  
印刷費  
会議費  
交通費  
1,371,804 
368,169 
33,400 
27,578 
10,410 
0 
600 
（注） 口数と単価が一致し
ないのは、クレジット
カード入金にともな
う手数料控除や不足
金などの処理のため。 
 
事
 
 
務
 
 
費
 
小   計  1,811,804 
計  13,621,480  計  9,569,195 
前年度繰越金  16,789,235  翌年度繰越金  20,841,520 
合   計  30,410,715  合   計  30,410,715 
    
特  別  活  動  基  金  
収     入   支      出  
利   息                   6,803      
前年度繰越金  4,232,162  翌年度繰越金  4,238,965 
 
 
2009 年度予算計画について 
 
会計委員長 藤倉 良 
 
 第 19 回総会において承認された「2009 年度（2008 年
11 月 1 日～2009 年 10 月 31 日）予算計画」について，概
要を報告します。 
 09 年度予算は，08 年度予算の実績額を基準として編成
しました。 
収入の部では，これまで会費納入率を９割として予測
してきましたが，新年度においては前年度実績をベース
としました。これらから，会費収入額として約 1,340 万
円を計上し，前年度繰越金と合わせて約 3,428 万円を合
計収入としました。 
 支出の部事業費では，春季大会の参加人数が増加して
いることを踏まえ，前年度から 10 万円増の 60 万円を計
上しました。さらに，韓国国際開発協力学会との交流を
促進するため，国際交流費として新たに 11 万円を計上し
ました。一方，学会誌編集業務委託費は前年度実績を踏
まえ， 120 万円減の 300 万円としました。また，設置承
認された研究部会が 4（前年度予算では 6）に減少したた
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め，研究部会・支部費も 24 万円減としました。事務費で
は事務委託経費を実績を踏まえて 50 万円増としたほか，
名簿作成費として 110 万円，事務局の移転経費として 30
万円を新規に計上しました。これらから，支出は 1,345
万円となり，収支はほぼ均衡 
することとなります。 
 特別活動基金では，2008 年度に執行できなかった英文
図書刊行費として，250 万円を計上しました。 
今後も学会予算の収支均衡を持続するため，会費納入
率の向上努力と支出の効率化・節減努力が必要となりま
す。執行部の努力はもちろんのこと，会員各位の一層の
ご理解，ご協力をお願い申し上げます。 
私は 3 年間にわたり会計委員長を務めてさせて頂きま
したが，任期満了に伴い，勝俣誠常任理事と職を交代す
ることとなりました。これまでの会員諸兄のご協力にお
礼を申し上げます。ありがとうございました。 
 
2009 年度（2008 年 11 月 1 日～2009 年 10 月 31 日）予算計画 
（単位：円） 
収     入  支      出  
会費  
 正会員   
1,200 名×10,000＝  
 学生会員  
   260 名×5,000＝ 
 賛助会員  
   1 口×100,000＝ 
 
13,400,000 
 
12,000,000 
 
1,300,000 
 
100,000 
全国大会  
春季大会  
大会組織委員会費  
学会誌編集業務委託費  
編集委員会  
ニューズレター及び HP 管理  
学会賞  
研究部会・支部  
（120,000×４研究部会・3 支部） 
国際交流費  
1,500,000 
600,000 
300,000 
3,000,000 
500,000 
2,000,000 
50,000 
840,000 
 
110,000 
事
 
 
 
業
 
 
 
費
 
小   計  8,900,000 
事務委託経費  
学会本部経費  
通信費  
事務用品費  
印刷費  
会議費  
交通費  
名簿作成費  
特別経費（事務局移転）  
1,400,000 
650,000 
300,000 
100,000 
100,000 
100,000 
500,000 
1,100,000 
300,000 
  
事
 
 
務
 
 
費
 
小   計  4,550,000 
計  13,400,000  計  13,450,000 
前年度繰越金  20,877,520  予備費  20,827,520 
合   計  34,277,520  合   計  34,277,520 
    
特  別  活  動  基  金  
収     入   支      出  
前年度繰越金  4,238,965  
英文図書刊行  
翌年度繰越金  
2,500,000 
1,828,965 
合   計  4,238,965  合   計  4,238,965 
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第 19 回会員総会の議事録 
 
本部前事務局長 林 薫（文教大学） 
 
日 時：2008 年 11 月 22 日 15:30～16;30 
場 所：広島修道大学 6101 教室 
出席者：410 名（うち委任状 354 名） 
 
Ｉ 以下の 2008 年度（2007 年 11 月～2008 年 10 月）事
業報告が承認した。 
 
１．企画運営委員会 
(1)  学会設立 15 周年事業として、「シリーズ国際開発」
に続き英文書の出版計画を推進した。(2) 4 支部（東海、
関西、広島、NY）および４研究部会（国際環境協力、
生活改善、日本の地域振興と国際協力、院生）の設置
を認め、活動を支援した。 
 
２．国際交流・渉外委員会 
(1)  国内関係機関および国際交流ネットワーク拡充策
の検討を行った。 
(2)  韓国国際開発協力学会との交流を進め、Sung 副会長
を広島修道大学で開催中の第 19 回全国大会に招聘
し、同副会長による講演会を 11 月 22 日午前中に
実施した。 
 
３．大会組織委員会 
(1)  第 9 回春季大会を 2007 年 6 月 7 日に東京工業大学
で開催した。なお、日本評価学会（6 月 8 日）との連
続開催として実施した。 
(2)  第 19 回全国大会を広島修道大学にて開催中である
（2007 年 11 月 22 日～23 日）。 
(3)  各大会にて学会参加者のための保育機能を設置
した。 
 
４．学会誌編集委員会 
(1)  学会誌『国際開発研究』第 17 巻 1 号、第 17 巻 2 号
を発行した。  
(2)  投稿規程を改正した(学会ウェブサイト参照) 
 
５．賞選考委員会 
(1)  著作部門および論文部門の選考を行い、国際開発学
会賞は空席、国際開発学会奨励賞は石井洋子『開発フ
ロンティアの民族誌―東アフリカ・灌漑計画のなかに
生きる人びと』を授賞作品とした。 
 
６．広報委員会 
(1)  ニューズレター（第 67 号（2008/1/15）、第 68 号
（2008/4/15）、第69号（2008/7/15）、第70号（200810/15））
を刊行し、メーリングリストの管理・運営を行った。 
(2 )  学会ウェブサイトの維持管理を行った。 
 
７．選挙管理委員会 
(1)  定款に基づき、次期理事候補の選挙を実施した（4
月 9 日公告、5 月 10 日締切り 投票、5 月 17 日開票）。 
 
８．会計委員会 
(1)  2008 年度会計報告および監査結果については上述
の通り。 
 
II. 以下の 2009 年度（2008 年 11 月 ～2009 年 10 月）
事業計画を承認した。 
 
１．企画運営委員会 
(1)  英文書を年度内に刊行する。 
(2)  3 支部（東海、関西、広島）および 4 研究部会（国
際環境協力、生活改善、日本の地域振興と国際協力、
院生）の活動を支援する。 
 
２．国際交流・渉外委員会 
(1)  国内関係機関および国際交流ネットワーク拡充策
の検討を行う。 
(2)  韓国国際開発協力学会との交流を推進する。 
 
３. 大会組織委員会 
(1)  第 10 回春季大会を日本大学で 2009 年 6 月 6 日に実
施する。 
(2)  第 20 回全国大会を立命館アジア太平洋大学で 2009
年 11 月に実施する。 
 
４．学会誌編集委員会 
(1)  学会誌『国際開発研究』第 18 巻 1 号及び第 18 巻 2  
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号を編集し、発行する。 
 
５．賞選考委員会 
(1)  学会賞および奨励賞の選考を行う。 
 
６．広報委員会 
(1)  ニューズレター（第 71 号（2009/1/15）、 
第 72 号（2009/4/15）、第 73 号（2009/7/15）、 
第 74 号（2009/10/15））の刊行およびメー 
リングリストの管理・運営を行う。 
(2)  学会ウェブサイトの維持管理を行う。 
 
７．会計委員会 
(1)  学会財政の効率的・効果的運用方針およ 
 び特別活動基金の有効活用を行う。 
 
８．その他 
(1)  2009 年度に会員名簿を作成する。 
 
III. 新理事、事務局長、監査役について 
第 47 回理事会（新旧合同）の結果を受け、
会長、副会長、常任理事が理事会の互選によ
り選出されたことが報告され承認が得られた。
また事務局長および監査役について理事会の
決定により会長が委嘱した旨報告がなされた。 
 
IV. 名誉会員について 
山下彰一氏を名誉会員とすることが承認
された。 
 
 
 
 
第 47 回理事会 
（新旧合同）の議事録 
 
本部前事務局長 林 薫（文教大学） 
 
日 時：2008 年 11 月 22 日 12:30～13;30 
場 所：広島修道大学 5 階第 2 会議室 
 
出 席（敬称略）：青山、荒木、新井、磯田、内海、絵所、 
長田、勝俣、勝間、加藤、喜多、北脇、朽木、黒田、
佐藤（寛）、斉藤、佐藤（仁）、澤田、下村、鈴木、
高橋、豊田、西川、野田、林、藤倉、松井、松岡、
三好、牟田、山形、吉田 
 
１． 会長、副会長の互選等 
（1） 以下の通り、会長、副会長、常任理事が理事会の
互選により選出された。 
 氏  名 所  属 
青 山  温 子 名古屋大学大学院 医学系研究科 
新 井   泉 国際協力機構 理事 
荒 木  美 奈 子 お茶の水女子大学 文教育学部 
磯 田  厚 子 女子栄養大学/日本国際ボランティアセンタ  ー
内 海  成 治 お茶の水女子大学 人間文化創成科学研究科 
絵 所  秀 紀 法政大学 経済学部 
大 橋  正 明 恵泉女学園大学 人間社会学部 
勝 間  靖 早稲田大学大学院 アジア太平洋研究科 
勝 俣  誠 明治学院大学 国際学部 
加 藤  宏 国際協力機構 JICA 研究所副所長 
喜 多  悦 子 日本赤十字九州国際看護大学 
黒 田  一 雄 早稲田大学大学院 アジア太平洋研究科 
斎 藤  千 宏 日本福祉大学 国際福祉開発学部 
佐 藤  寛 日本貿易振興機構 アジア経済研究所 
佐 藤  仁 東京大学大学院 新領域創成科学研究科 
澤 田  康 幸 東京大学大学院 経済学研究科 
下 村  恭 民 法政大学 人間環境学部 （副会長） 
鈴 木  紀 国立民族学博物館 
高 橋  基 樹 神戸大学大学院 国際協力研究科 （副会長） 
豊 田  利 久 広島修道大学 経済科学部 
西 川    潤 早稲田大学 名誉教授 （会長） 
野 上  裕 生 日本貿易振興機構 アジア経済研究所 
野 田  真 里 中部大学 国際関係学部 （事務局長） 
林   薫 文教大学 国際学部 
藤 倉  良 法政大学 人間環境学部 
松 岡  俊 二 早稲田大学大学院 アジア太平洋研究科 
三 好  皓 一 立命館アジア太平洋大学大学院 アジア太平洋研究科
牟 田  博 光 東京工業大学大学院 社会理工学研究科 
山 形  辰 史 日本貿易振興機構 アジア経済研究所 
理
 
事
 
アンダーライン
は常任理事
 
吉 田  恒 昭 東京大学大学院 新領域創成科学研究科 
井 村  秀 文 名古屋大学大学院 環境学研究科 
監査役
朽 木  昭 文 日本大学 生物資源科学部 
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西川会長、下村副会長（学会賞選考委員会、20 周年
記念事業担当）、高橋副会長（大会組織委員会担当） 
常任理事：磯田会員、勝間会員、勝俣会員、鈴木会員、
山形会員 
（2） 事務局長の委嘱について理事会が決定した。 
事務局長：野田会員 
（3） 監査役の委嘱について理事会が決定した。 
監査役：井村会員、朽木会員 
 
２． 事業計画、予算等 
2008 年度事業報告および 2009 年度事業計画、2008 年
度決算および 2009 年度予算計画を承認した。なお、常任
理事会提示の 2009 年度予算案のうち、支部・研究部会に
ついては、原案が６研究部会３支部（1,080,000 円）とな
っているところ、最新時点の状況に合わせ４研究部会３
支部（840,000 円）に修正することとした。 
 
３．2009 年度支部研究部会 
(1） 常任理事会から提案のあった４研究部会、３支部を
承認した。 
国際環境協力研究部会（継続） 
生活改善アプローチの開発協力への適用（継続） 
日本の地域振興と開発協力（継続） 
院生部会（継続） 
東海支部（継続） 
広島支部（継続） 
関西支部（継続） 
（2） なお、ニューヨーク支部の取り扱いについての常
任理事会の方針を了承した。 
 
４．2008 年度の学会賞・奨励賞の授与について 
以下の受賞作品とその選考理由について常任理事会
の提案を承認した。 
(1） 国際開発学会賞   空席 
(2） 国際開発学会奨励賞 石井洋子『開発フロンティアの
民族誌―東アフリカ・灌漑計画のなかに生きる人びと』 
 
５．入退会承認 
2009年6月～11月の常任理事会仮承認済の入退会等を
正式承認した。また11月(新年度）の入退会者を承認した。 
 
第 85 回常任理事会の議事録 
 
本部前事務局長 林 薫（文教大学） 
 
日 時：2008 年 11 月 21 日 20:00～22:00 
場 所：ANA クラウンプラザ広島 
出 席（敬称略）：豊田会長、西川副会長、佐藤（寛）副
会長、磯田、佐藤（仁）、高橋、藤倉、山形、林事務
局長、野田次期事務局長（オブザーバー） 
 
３． 部会・支部の設置 
以下の４研究部会、３支部の設置を理事会に諮るこ
ととした。 
 
研究部会・支部名 代表者 予算額 
国際環境協力研究部会 
（継続） 
北脇 秀敏 
東洋大学 
120,000 
生活改善アプローチの開発
協力への適用（継続） 
柳原 透 
拓殖大学 
120,000 
日本の地域振興と開発協力
（継続） 
木全洋一郎 
国際協力機構 
120,000 
院生部会 
（継続） 
大垣 俊朗 
東京大学大学
院 
120,000 
東海支部 
（継続） 
穂坂 光彦 
日本福祉大学 
120,000 
広島支部 
（継続） 
金原 達夫 
広島大学国際
協力研究科 
120,000 
関西支部 
（継続） 
小川 啓一 
神戸大学 
120,000 
 
なお、NY 支部については 2009 年度の設置は認めず、
今後申請があった場合にも他の支部と同様の扱いとする
方針を理事会に諮ることとした。理由は以下の通り； 
（1） 期日までに継続申請がない、 
（2） 期日までに支部で徴収した会費の送金がない。 
 
4．入退会 
 11 月入会者、退会者、3 年未納除籍者を仮承認した。
これまでの仮承認者について理事会で承認を求める。ま
た、09 年度以降、会費未納による除籍を「連続 3 年」か
ら「累積 3 年」に変更することを次期体制への申し送り
事項とする。 
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５．国際交流・渉外委員会 
韓国国際開発協力学会との交流を継続的に検討する
ことを次期体制への申し送り事項とする。 
 
６．大会組織委員会 
保育機能の利用促進を次期体制への申し送り事項と
する。 
 
７．学会誌編集委員会 
学会誌投稿規程の改正を行ったが周知されていない
ことが報告された。 
 
８．学会賞選考委員会 
2008 年度の専攻過程、選考結果について学会賞選考
委員会より報告があり、承認された。 
（1） 国際開発学会賞   空席 
（2） 国際開発学会奨励賞 石井洋子『開発フロンティアの
民族誌―東アフリカ・灌漑計画のなかに生きる人びと』 
 
9．選挙管理委員会 
理事選出過程の報告を行った。開票結果の報告と 2 号
理事選考に関する課題については次期体制への申し送り
事項とすることとした。 
 
10．会計委員会 
 収支報告と予算計画を審議し、理事会、総会に付議す
ることとした。 
 
11．名簿の作成 
2009 年度に名簿の作成を行うことを 2009 年度事業計
画として説明し、あわせ、個人情報に配慮しつつ、名簿
として機能するようなものを作成することを説明するこ
ととした。 
 
12．豊田会長から次期体制への申し送り事項として以下
の点を確認（再確認）した。 
（1） 役員任期２年間への短縮。現常任理事会では短縮
の方向で合意しているが、次期体制にこれを正式決
定することを申し送ることとした。理由はできるだ
け多くの会員で学会を担ってもらうため。 
（2） 韓国国際開発協力学会との提携交流 
（3） ポスターセッションの充実（賞の設立） 
 
第 86 回常任理事会の議事録 
 
本部新事務局長 野田真里（中部大学） 
 
日 時：2008 年 11 月 23 日(日) 12:30-13:30 
場 所：広島修道大学 
出席者（順不同・敬称略）：西川潤会長、下村恭民副会長、
高橋基樹副会長、勝俣 誠理事、山形辰史理事、磯田
厚子理事、勝間 靖理事、鈴木  紀理事、野田真里事
務局長・理事 
 
１．常任理事会のメンバーおよび担当委員会について 
西川会長より以下のとおり提案があり、承認された。 
会 長 西川 潤（早稲田大学名誉教授） 
＊企画運営委員会兼担 
副会長 下村恭民（法政大学）  
＊賞選考委員会、20 周年記念事業兼担 
副会長 高橋基樹（神戸大学） ＊大会組織委員会兼担 
常任理事・国際交流・渉外委員会担当 
山形辰史（日本貿易振興会アジア経済研究所） 
常任理事・学会誌編集委員会担当 
鈴木 紀（国立民族学博物館） 
常任理事・広報委員会担当  
  勝間 靖（早稲田大学） 
常任理事・選挙管理委員会担当  
 磯田厚子（女子栄養大学/日本国際ボランティアセンター）  
＊総務＝会員名簿兼担 
常任理事・会計委員会 
勝俣 誠（明治学院大学） ＊20 周年記念事業兼担 
事務局長 野田真里(中部大学) 
 
２．新事務局の連絡先および常任理事会メンバーの名
簿作成について 
・野田事務局長より常任理事会メンバーの名簿を作成し、
コミュニケーションの円滑化を図る旨提案があり、承
認された。 
・野田事務局長より、新事務局の連絡先につき、以下の
とおり報告がなされた。 
 
国際開発学会 
The Japan Society for International Development（JASID) 
－ 23 － 
本部事務局(HQ) 
 〒487-8501 愛知県春日井市松本町 1200 
野田真里(事務局長)研究室気付 
Tel: 0568-51-8594 Fax:0568-52-1325 
E-mail: hq@jasid.org http://www.jasid.org 
 
１．前常任理事会からの引き継ぎ事項 
西川会長より、以下の 6 点引継ぎ事項が示され、審議
を行った 
(1) 定款の改正について 
役員の任期等、定款の改正について磯田理事が中心
となり原案をとりまとめることとなった。 
 
(2) 20 周年事業について 
・西川会長が委員長をつとめる企画運営委員会内にアド
ホックの 20 周年事業特別委員会を設置し検討するこ
ととなった。 
・20 周年記念事業の内容については、常任理事会メンバ
ーからのアイデアを募り、記念事業委員会で原案を作
成した上で、理事会の審議を頂く。 
・20 周年記念事業の予算として、特別活動基金の残金を
あて、不足分は繰越金から充当する方向で検討するこ
ととなった。 
 
(3) 韓国国際開発協力学会（KADEC）との交流について 
・山形理事（国際交流・渉外委員会担当）が、KADEC
の大会に招待されており、学会の様子等を知ったうえ
で、本学会との連携の方向性を考え、提案していくこ
ととなった。 
 
(4) 大会ポスターセッションの充実について 
・主に若手の育成を目的として、優秀なポスター発表に
賞を出す方向で検討を進めることとなった。 
・その際、大会時にポスターセッションが開催される時
間は理事会と重なっており、理事がポスターを見るこ
とが困難等の問題もあり、今後、大会組織委員会を中
心に解決に向けて検討することとなった。 
 
(5) 会員名簿の作成について 
・3 年に 1 度作成しており、磯田理事が中心となり、2009
年度中に発行することとなった。 
・前回の名簿は非公開情報が非常に多く、使いにくいも
のであった点を考慮し、次回は作成の際に非公開情報
のみ申告する等の工夫が必要である等の指摘がなさ
れた。 
 
(6) 常任理事会参加の交通費について 
・首都圏で常任理事会が開催される場合、首都圏以外か
らの常任委員会常任委員会メンバーおよび常任理事
会が招聘する出席者の交通費の支出を認めることと
なった。また、他地域で常任理事会が開催される場合
およびその他常任理事会が必要と認める会議への出
席も同様の扱いをすることとなった。 
 
２．国際開発学会のドメイン取得について 
・野田事務局長より、独自のドメイン jasid.org を取得お
よびレンタルサーバーの契約に関する報告があった。 
・独自ドメインのメリットにつき、社会的認知度や信頼
度を高めることに役立つ、シンプルで覚えやすく、事
務局が変わってもメールアドレス等を継続できる等
報告があった。 
・広報委員会と相談の上、ホームページも www.jasid.org
とし、レンタルサーバー上に移設することを検討する
こととなった。 
・常任理事会のメーリングリスト作成につき、承認された。 
・理事会のメーリングリスト、メールアドレスの委員会
への割当等については次のとおりとなった。 
広報委員会 news@jasid.org   
学会誌編集委員会 journal@jasid.org 
・その他委員会等への割当は別途検討することとなった。 
 
３．その他、次回日程等 
・例年通り、常任理事会を 1 月、3 月、6 月(春季大会)、
9 月、11 月（年次大会）に開催することが確認された。 
・次回常任理事会は 1 月 23 日、法政大学にて開催するこ
ととなった。 
 
支部・研究部会の活動報告 
 
関西支部 
 
関西支部では、2008 年 10 月から 12 月までに研究会を 3
回開催しました。概要は以下の通りです。 
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＜第 37 回関西支部研究会＞ 
開催日：2008 年 10 月 3 日(金) 17:30‐19:00 
会 場：神戸大学大学院国際協力研究科棟 大会議室 
テーマ：「サハラ以南アフリカにおける初等教育の質の向
上に対する SACMEQ 政策研究の貢献」 
発表者：Albert Byamugisha 氏(ウガンダ教育スポーツ省計
画局次長) 
参加者：54 名（うち会員 35 名） 
 
報告の要点 
? EFA 達成を目標に掲げるアフリカ諸国の多くに対
して、教育へのアクセスの他に、教育の質に重点を
置くとともに、効率性を最大化する政策介入が求め
られてきた。 
? 1990年から 2000年までの間のジョムティエン会合
からダカール会合に移行する期間において、教育の
質向上に対する気運が一層高まり、アフリカでは、
ユネスコが中心となり SACMEQ（Southern and 
Eastern Africa Consortium for Monitoring Educational 
Quality）のデータ収集とそのデータを使った教育の
質に関する研究が盛んに行われるようになった。
1995 年から 2008 年の間に SACMEQ のデータ収集
は 3 回実施され、その研究成果が政策決定者への有
益なインプットとなった。 
? SACMEQ は様々な教育の質に関するデータを含ん
でいるため、各国の政策決定者に対して、政策にお
いてどの分野に重点を置くか考える情報を提供し
ている。例えば、南部及び東部アフリカにおいて若
年層が基礎教育で学ぶべき知識を学校で習得して
いないのはなぜか、などの問題点を克服するための
情報である。 
? 本報告の事例であるウガンダは SACMEQ に 1998
年に参加し、その研究結果から女子の計算能力と男
子の識字能力が低いということが分かった。現在の
ウガンダの教育戦略では、SACMEQ の分析結果を
教育政策の一部に組み入れ、教育の質の向上を促進
する取り組みが行われている。また、児童の学習を
改善するために親の教育にも力を入れている。 
 
講演後、フロアからは、アフリカ諸国において EFA を
達成するためには教育のアクセスのみでなく、教育の質
向上の重要性が再認識される意見がでた。また、
SACMEQ の分析から導き出された研究結果が政策に反
映される必要性が問題提起された。 
 
＜第 38 回関西支部研究会＞ 
開催日：10 月８日（水）17:30〜19:30 
会 場：神戸大学大学院国際協力研究科棟 大会議室 
テーマ：「イエメンにおける高等教育の状況」 
報告者：アリ・カシム・イスマイル・オスマン氏 
（イエメン高等教育省局長） 
    マハメッド・アル・ソフィ氏 
（イエメン・タイズ大学長） 
参加者：30 名(うち会員 22 名) 
 
報告の要点 
? イエメンには高等教育省と教育省、職業訓練省の 3
つの教育関連省があり、高等教育省は 1994 年から
2001 年まで閉鎖されていたが、2001 年に再設立さ
れたという経緯がある。 
? 1990年以前には 2校しかなかった高等教育機関が、
現在では公立大学で 8 校、私立大学で 25 校に増え
ており、来年度には 5 校の公立大学が開校される予
定であり、1990 年以降急速に高等教育の拡大がイ
エメンで起こっている。しかし、教員の博士号取得
者の確保の問題や、未だに 19 歳から 23 歳人口の
13%しか高等教育に行けていないなど、課題は数多
く残されている。 
? 2003年から 2005年にかけて作成された国家計画で
は以下の 4 点に取り組むことが明記、実施されてい
る。① 国家と高等教育機関で、説明責任と運営の
透明性を確保するための統治機構の設置。② 労働
市場や民間部門と、よりリンクさせた高等教育開発
計画の推進。③研究及び教育指導の質の向上。④こ
れらの計画を可能にするための財源の確保。特に、
収入源の多角化や自主財源の創設のための支援と
いった、収入源を過度に政府機関に依存する状況か
ら脱却するためのアクション・プランを実施してい
る。 
? しかしながら、イエメンの高等教育は依然として多
くの課題に直面している。特にカリキュラム編成の
問題が大きい。現在のプログラムの見直しと共に、
労働市場からの需要に対応した新たなプログラム
の創設が求められている。さらに、ICT を利用した
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遠隔地教育の導入も喫緊の課題である。 
 
講演後、フロアからはイエメン高等教育省とイエメン
教育省の連携、国際化(海外の高等教育機関との連携)な
どについての質問やカリキュラム改革についての議論が
提起された。 
 
＜第 39 回関西支部研究会＞ 
開催日：2008 年 11 月 4 日（火） 17:30～19:30 
会 場：神戸大学大学院国際協力研究科棟 大会議室 
テーマ：「高等教育の国際競争の展望－アメリカモデル、
それとも成功モデル？」 
報告者：ステファン・ハイネマン氏 
（米国バンダビルト大学教授） 
参加者：19 名（うち会員 17 名） 
 
報告の要点 
● 大学の起源は、権力に対しての批判的な意見を持つこ
とにあった。故に、常にある種の緊張関係が大学と権
力との間に存在していた。しかしながら、近年では大
学は、国家に対して工業的な専門知識を有する人材や、
市場経済をリードする専門家など経済発展に寄与す
べく必要な人材を供給するという大事な役割を担っ
てきている。高等教育の提供する質がこれら人材の養
成に大きく影響する。 
● 国際的に競争力のある高等教育のシステムに共通す
るのは、以下の 8 つである。 
１） 国家補助金以外の高い比率の財源確保 
２） 大学形態の多様性 
３） 高い比率の大学自助作用（行政、財政管理、
カリキュラム） 
４） 大学の自主資金、財源管理の行き届いた法制
備環境 
５） 国家研究助成金の開かれた競争市場 
６） 教育の質を改善する為の意義のある動機付け 
７） 自治組織の公認体制や資格整備の支援 
８） 世界中から集まる様々な背景を持った最優秀
の教職員、学生の確保 
● なぜ競争力のある高等教育システムが必要なのだろ
うか。経済成長は高等教育の就学率の変化をもとに予
測されてきたことが関係している。北欧のある国や韓
国は 80％以上の就学率を達しており、その他の国々で
も中等教育の就学率が急速に伸びている。高等教育に
は大衆教育として質の高い教育を提供するための需
要がある。 
● アメリカの高等教育は伝統的に上述のような特徴を
踏襲していたが、近い将来、他国にある高等教育機関
と競争を強いられることになる（他国の高等教育機関
も、政府補助によらない自治運営によって、国際競争
力のある教育を提供している）。このような高等教育
市場における国際的な競争関係は、公共財としての高
等教育自身にとっても非常に利益のあることだと言
える。 
 
講演後、財政を支える分野（工学部など）ではない分
野（文学や理系でも基礎研究分野）を保護していくには
どうすればいいかなど、高等教育の競争伴う問題点につ
いての議論が活発に行われた。 
 
広島支部  
 
支部長 金原達夫（広島大学） 
広島支部では、以下の通り 2007/2008 年度第 4 回支部
研究会を開催しました。 
 
第 4 回支部研究会 
日 時：2008 年 10 月 3 日（金）14:30-16:30 
会 場：広島大学大学院国際協力研究科大会議室 
報 告 伊東正一（九州大学）Should We Use Grains for 
Ethanol Production?: A Perspective from Global Food 
Supply and Demand Point of View   
コメントおよびモデレーター 鈴木基義（広島大学） 
 
報告では、穀物をエタノール生産に利用することの是
非について、現在までの世界的な食糧供給と需要の動向
とその将来的な見通しに基づいて論じた。具体的には、
穀物の交易条件は必ずしも芳しいものではなく、これら
の生産に依存する開発途上国は将来にわたっても苦しい
状況にあると考えられる。エタノール生産への利用は、
こうした状況を改善するための有力な方法となりうる。
とりわけ日本の研究機関・企業が技術開発を積極的に推
進し、実用化が可能になった技術を開発途上国へ移転し、
実際のエタノール生産に利用する枠組みを構築すること
の重要性が強調された。 
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東海支部 
 
支部長 斎藤千宏（日本福祉大学） 
副支部長 木村宏恒 
文責：事務局長 野田真里（中部大学） 
 
*This is information about activities of the Tokai Regional 
Branch (JASID-Tokai). If you need the English updated 
information of our activities, please register our mailing list. 
We also welcome the presentations of study meeting and 
volunteers for our activities. For further information , please 
contact with the secretariat jasidtokai@yahoo.co.jp (Kaori 
ITO, Secretary General of JASID-Tokai) .  
 
ご挨拶 
日頃は東海支部の活動にご支援・ご協力を賜りまして
ありがとうございます。 
去る 10 月 30 日に開催されました東海支部総会をもち
まして、木村 (初代支部長)、斉藤（第 2 代支部長）、野
田（初代支部事務局長）は執行部より退任させていいた
だくこととなりました。支部発足より 8 年間お世話にな
り、本当にありがとうございました。東海支部はコンス
タントかつ活発に活動をつづけ、東海地域における本学
会の活動の中心および国際開発・協力に関わる皆様のネ
ットワークとして発展してまいりました。これもひとえ
に、100 名近い支部会員の皆様、そして全国の学会員の
皆様のおかげと心より感謝いたします。 
新年度からは穂坂支部長をはじめとする新体制のもと、
新しい東海支部がスタートします。引き続き木村、斉藤、
野田は幹事として東海支部を支えさせていただきます。
また、野田は本部事務局長に就任し、全国の会員の皆様
とともに本学会および日本の国際開発・協力の更なる発
展のために尽力する所存です。 
今後ともどうぞよろしくお願いいたします。 
 
１）研究会報告 
2007-8年度 第5回研究会・国際開発学会東海支部総会
＆シンポジウム「ベトナム初等教育の普遍化」 
 
日 時： 平成20年10月30日（木）18:15～20:30 
会 場： 名古屋大学大学院国際開発研究科 
 8階オーディトリアム 
第 1 部：国際開発学会東海支部総会  
議長選出 
議題 1：2005－06 年活動報告 
議題 2：2005－06 年度会計報告 
議題 3：支部会則の改定について 
議題4：運営委員等の選出について ＊2）次期役員につ
いてを参照 
議題 5：2008－09 年度計画 
その他 
＊本支部総会は定足数(委任状を含む)を満たし、成立い
たしました。また、審議の結果、議題１～5が可決されま
した。詳細につき、支部会員の皆様にはすでに資料を支
部メーリングリストにて送付済みです。 
 
第２部：シンポジウム「ベトナムにおける初等教育の普
遍化」 ＊参加者:32名 
・基調報告「ベトナム初等教育の普遍化」 
潮木守一（桜美林大学招聘教授、名古屋大学名誉教授） 
・研究報告「「教育の社会化」政策と地域社会の活動」 
野田真里（中部大学准教授） 
・研究報告「ベトナムの初等教育政策と財政的基盤」 
浜野 隆（お茶の水女子大学准教授） 
 
2008-9年度 第5回研究会 シンポジウム「国際ボランテ
ィア活動から学ぶこれからの日本社会のありかた～学
校現場の経験を通じて」 
 
共 催：鈴鹿国際大学 シウダック 
日 時： 平成20年12月13日（土）14:30～17:30 
参加者：52名 
場 所： 鈴鹿国際大学・国際文化ホール 
講演者 
・御村ひさ子（鈴鹿高等学校養護教諭、ネパール・クマ
リプロジェクト担当） 
・杉谷哲也（財・日本ユニセフ協会三重友の会事務局長） 
・アーナンダ・クマーラ（鈴鹿国際大学国際人間科学部・
学部長、NPO法人タランガ・フレンドシップ・グ
ルーフ゜理事長） 
 
２）運営委員会および監査の改選について 
去る 10 月 30 日に開催されました支部総会にて、次の
とおり役員が改選されました。任期は支部会則により、
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2008 年 11 月 1 日～2010 年 10 月 31 日までとなっており
ます。 
 
【運営委員会】 
支 部 長：穂坂光彦（日本福祉大学福祉経営学部教授） 
副支部長：伊東早苗 
（名古屋大学大学院国際開発研究科准教授） 
事務局長：伊藤かおり 
（地域主体の国際協力・岐阜 DDC-GIFU） 
(以上、執行部。敬称略) 
幹事：木村宏恒（名古屋大学大学院国際開発研究科教授） 
幹事：斎藤千宏（日本福祉大学福祉経営学部教授） 
幹事：アーナンダ・クマーラ 
（鈴鹿国際大学国際学部教授） 
幹事：野田真里（中部大学国際関係学部准教授） 
幹事・北陸分科会座長：雨宮洋美 
（富山大学経済学部准教授） 
幹事：山田肖子 
（名古屋大学大学院国際開発研究科准教授） 
幹事：野田直人（有限会社人の森代表取締役） 
(五十音順、敬称略) 
【監査】 
長田 博（名古屋大学大学院国際開発研究科教授） 
 
３）２008-9 年度、研究会開催予定 
4月：名古屋大学 
5月：日本福祉大学 
6 月：鈴鹿国際大学 
7 月：「日本の開発経験」合宿、富山大学 
9 月：地域主体の国際協力・岐阜（DDC-GIFU） 
10 月：中部大学 
＊詳細につき決まり次第、学会ニュースレター、メーリ
ングリスト等でお知らせいたします。 
 
東海支部（JASID-Tokai）新事務局連絡先 
支部事務局長 伊藤かおり 
・e-mail: jasidtokai@yahoo.co.jp   
・ホームページ 
・Website：http://www.gsid.nagoya-u.ac.jp/ito/jasid_tokai.html 
〒464-8601 名古屋市千種区不老町 
名古屋大学大学院国際開発研究科 伊東早苗(副支部長)
研究室気付 
  「生活改善アプローチの開発協力への 
適用」研究部会（略称「生活改善」部会） 
 
代表者：柳原 透、拓殖大学 
tyanagi@ner.takushoku-u.ac.jp 
 
本部会は、2006 年 11 月 25 日の理事会・会員総会で設
立が承認され、2007 年 11 月 24 日の理事会・会員総会お
よび 2008 年 11 月 22 日の理事会・会員総会で継続が承認
された。毎回、生活改善アプローチと(and/or) 開発協力 
に関心を持つ多くの方々の参加を得て、自由闊達な情報
交換、討議、交流の場を提供してきた。また、本研究部
会の運営に当たっては、実務界の関心に適切に応えその
成果が有効に活用されるよう、企画・実施・点検・評価
の全段階において実務界との密接な関係を持つことに努
めてきた。その重要な一環として、JICA 筑波センターの
研修および技術協力プロジェクトに関して同時進行での
連携関係を構築することができた。2008 年 1-3 月には、
それまでの活動を踏まえて検討会と研究会での討議を通
じて今後の方針の再検討を行い、以下のような方針につ
いての大筋においての合意を得た。 
 
「生活改善アプローチ」の明確化・再提示のために、以
下の調査研究を行う。 
A．文献調査（「生活改善アプローチ」関連文書） 
「生活改善アプローチ」関連の文書（研究会議事録など
を含む）に反映されている多様な問題関心を再確認し、
開発協力への適用の視点から比較検討し評価する。 
B．比較研究（他のアプローチの比較） 
Livelihood Approach、FAO の SPFS (食糧安全保障特別プ
ログラム)、工場改善など、他の（開発）アプローチとの
比較により「生活改善アプローチ」の特徴付けを行い、
その独自の意義を明確にする。 
C．事例研究 
JICA の技術協力プロジェクト(PAPROSOC 等)・研修・協
力隊事業などでの「生活改善アプローチ」の適用事例の
検討を行うことにより、その意義と成果そして適用に際
しての実際上の課題について確認する。 
D．総合 
Ａ～Ｃの結果を総合することにより「生活改善アプロー
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チ」の明確化・再提示を行う。 
 
前回の NL 報告後の主な活動を以下に記す。 
 
第 14 回研究会 10 月 18 日(土)10:00 - 12:30  JICA-TIC 
報告テーマ・発表者： 
① 村落開発普及員として ～ベトナム北東部農村地
域での生活改善への取り組み～ 
原口裕子（青年海外協力隊 OV 村落開発普及員） 
② 生活改善の成果は、何をいかに測るのか：日本の場合 
太田美帆（東京大学） 
③ 「生活改善アプローチ」の明確化・再提示に向けて
―開発協力への適用に向けた展望と課題― 
佐藤峰（国際協力機構） 
 
第 19 回全国大会 企画セッション 11 月 22 日（土） 
13:30-15:30 広島修道大学 
部会の 2 年間の活動の成果を踏まえまた最終年度の方
向を提示すべく、４つの報告を行い、コメントを受けた。 
 
１．生活改善の成果は、何をいかに測るのか：日本の場合 
太田 美帆（東京大学） 
1950 年代の生活改善普及事業について、「生活技術」
と「考える農民育成」の両面での事業成果の設定と評価
における特徴を整理分析し、プロセス重視の評価方法の
意義を論じた。 
 
２．農村女性のエンパワーメント：パラグアイ農村部で
展開されたと生活改善プロジェクトとその評価 
藤掛洋子（東京家政学院大学） 
15 年間の現地調査を踏まえ、生活改善プロジェクトが
持続した理由と農村女性の変化を示し、独自の指標を用
いてエンパワーメントの過程を可視化する評価モデルを
提示し、応用事例を紹介した。 
 
３．日本で行う生活改善研修は、帰国後に開発途上国で
活用できるか―中米カリブ地域を事例に― 
藤城 一雄 （国際協力機構） 
JICA 研修を通ずる現場と政策の両レベルでの生活改
善アプローチの適用事例について、追跡調査を通じて、
現場ニーズおよび政策・行政体制との適合を検討し、成
果と課題を示した。 
４．「生活改善アプローチ」の明確化・再提示に向けて
―開発協力への適用に向けた展望と課題―  
佐藤 峰（国際協力機構） 
「生活改善アプローチ」の定義・意義、他の（開発）
アプローチとの比較、適用事例、の 3 面での到達点を要
約し、総合とさらなる適用に資する明確化・再提示の方
向と課題を示した。 
指定討論者である絵所秀紀（法政大学）、内海成治（お
茶の水大学）両氏および会場から、戦後日本および適用
対象国での政策・制度環境、収入向上と生活改善それぞ
れの動機と意義、アプローチ適用成果の評価方法、アプ
ローチとしての対比、など重要な指摘が寄せられ、今後
の部会活に向け有意義な討議を持つことができた。 
 
第 15 回研究会 12月 6日(土)14:30 - 17:30   JICA-TIC 
「「生活改善」部会の到達点、大会セッションの振り
返り、最終年度の課題」 
① 生活改善の成果は、何をいかに測るのか：日本の場合 
太田美帆（東京大学） 
② 農村女性のエンパワーメント：パラグアイ農村部で
展開されたと生活改善プロジェクトとその評価 
 藤掛洋子（東京家政学院大学） 
③ 日本で行う生活改善研修は、帰国後に開発途上国で
活用できるか―中米カリブ地域を事例に― 
藤城 一雄 （国際協力機構） 
④ 「生活改善アプローチ」の明確化・再提示に向けて
―開発協力への適用に向けた展望と課題―         
佐藤 峰（国際協力機構） 
 
研究会は原則として毎月第 3 土曜日に JICA-TIC で開
催しており、上記Ａ～Ｃに関する報告と討議を中心とし
て進めています。詳細については毎回学会 NL でご案内
します。次回は 1 月 24 日(土) 13:00-17:00 (於:長野)を、そ
の後は 2 月 28 日(土)10:00-12:30 と 3 月 21 日(土)10:00- 
12:30 を予定しています。 
 
国際環境協力研究部会 
 
主査 北脇秀敏（東洋大学） 
 
 当研究部会は開発途上国における環境衛生（上下水道、
ごみ・し尿処理）や自然環境の分野における国際協力手
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法の研究を目的として活動を継続しております。ここに
最近の活動経過と今後の活動予定とを報告します。 
① 国際環境協力通信 No.29（2008 年 10 月号）発行 
 「サニテーションと文化」「水と環境の共生に関するワ
ークショップ」等の記事をＡ４版４ページにまとめ発行
しました。 
② 国際環境協力研究部会講演会開催予定 
 第 24回の研究部会講演会では、平成 20年 10月に JBIC
と合併し、新しくスタートした JICA に、その環境協力
方針を語っていただきたいと思います。特にアジア各国
における環境分野のお話が聞けるかと思います。なお資
料準備の関係上出席ご希望の方は下記までご一報下さい。 
テ ー マ：新 JICA の環境協力方策について 
話題提供：国際協力機構地球環境部次長 森尚樹氏 
日  時：平成 21 年 1 月 24 日（土）午後 2 時～5 時 30
分（終了後有志による懇親会） 
場  所：東京都文京区白山 5－28－20 
     東洋大学白山キャンパス 5201 教室 
     都営地下鉄三田線白山駅から徒歩 6 分 
連 絡 先：東洋大学国際地域学部北脇研究室 
〒374-0193 群馬県邑楽郡板倉町泉野 1-1-1 
電話・FAX 0276-82-9022 
E-mail:kitawaki＠toyonet.toyo.ac.jp 
 
 
「日本の地域振興と国際協力」研究部会 
 
主査：木全 洋一郎（JICA） 
 
本部会では、2008 年 10 月から 11 月まで、以下のよう
な活動を実施してきました。 
 
１．研究部会 
第 6 回研究部会 
日 時：10 月 11 日（土）16：30～18：30 
場 所：JICA 東京セミナールーム 18 
出席者：25 名 
報告テーマ・発表者：「地域と地域を繋ぐ」とは？ 
（いりあい・よりあい・まなびあいネットワーク 
 長畑 誠） 
報告要旨： 
コミュニティ開発をするには、コミュニティ自身の「発
見」と「動き」を促すような「調査」が必要である。NGO
や研究者といった外部者は、そのためのファシリテータ
ーとして、ミクロとマクロを繋ぐ視点、コミュニティの
動きをより大きなシステムや動きの中で捉え、コミュニ
ティ同士を繋いでいくことが役割である。そうして「経
験交流」（まなびあい）をしていく中で、他者を理解し、
自分も見えてくる。 
「地域と地域を繋ぐ」経験のうち、繋ぐテーマや国・
地域を「決めうち」するタイプがある。地域共有資源（特
に森林）の共同管理（＝いりあい）に焦点を当てた交流
がその典型例である。インドネシアから日本の入会地管
理の視察を通して、インドネシア側だけでなく、受け入
れた当事者たちも改めて入会地を守る意味を再認識し、
荒れた個人所有の山を共同で復活させたいという意向が
盛り上がっていた効果があった。 
「地域と地域を繋ぐ」もう 1 つのタイプとして、決め
うちしない「一般型」もある。こちらでは、JICA の研修
で多くの国の研修員を対象に地域づくりを学んでもらう
内容である。こちらの場合は、自分たちの取り組みに対
する自信につながっているものの、「決めうち型」と比べ
てインパクトがはっきりしにくく、どんな人が来るのか、
その人たちがどんな活動をしているのかをもっと知りた
かったという声も少なくない。 
そのため、より充実した交流としていくためには、テ
ーマや国・地域を特定して継続的に交流していく「決め
うち型」で、お互いにじっくり話し合えるような仕掛け
が必要であろう。そして何よりも日本側（地元側）に、
外国の研修員の受入を、地域づくり活動の更なる活性
化・展開に繋げようという意思と手法があることが重要
である。そのためには、海外で活動する日本人で、日本
の地域と繋がっていこうと思い、間を繋ぐ役割を担って
もらうこと、一方で日本の地域で活動する人の中で、海
外の人との出会いや交流を通じて自分の地域の活性化を
ファシリテートしようという人材を作る／見つけること、
の双方が課題となってくるだろう。 
 
第 7 回研究部会 
日 時：11 月 16 日（日）15：00～17：00 
場 所：JICA 東京セミナールーム 15 
出席者：17 名 
報告テーマ・発表者：「日本の地域振興と国際協力におけ
る問題提起」 
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（松本大学 白戸 洋） 
報告要旨： 
 日本の農村では、昔と違って地域外で収入を得ること
が可能になったため、人口が流出し、地域としてのシス
テムが崩壊してしまっている。また行政システムも充実
したことにより、「公共」サービスの「共」の部分がなく
なってきている。グローバル化の中で、地域に根付いた
安全な食糧が得られる意味で農村は「豊かさ」をもつが、
構造的には逆行しているのが実状である。 
 そうした中で、大学が仲介した地域活性化をしてきて
いるが、ある程度経済的なメリットに繋げていかないと
疲れてきてしまう。「松本一本ねぎ」プロジェクトにして
も、「カップ丼」プロジェクトにしても、試食会や大学祭
などを通じていろいろな人に食べてもらうという交流を
していくことで、評判を得て、当事者にもやりがいが出
てきている。 
 しかし、農村とのかかわりは非常に長い時間がかかる
話である。50 年、100 年先のことを考えなければ、まち
づくりはできない。いかに本気でまちと向き合い、自分
たちの思いをどう実感できるかが試されている。地域は
そもそも“つまらない”ところである。なので、地域の人
たちが“やっていて面白い”“必要とされている”という実
感が得られるかがカギとなる。 
 日本の地域が途上国の研修員受入をどう活かすかは、
「地域の力量」であり、これをどうつけていくかが課題
である。途上国の研修員を含めた“よそ者”は地域の人た
ちに課題やリソースの再発見を促す役割がある。地域に
課題があるが故に、研修を通じて地域自身にも得るもの
があるはずである。問題は、地域と研修員との間の「課
題共有型の交流」をどう仕組むかであるだろう。 
 地域と途上国の人を繋ぐ媒体者（＝風の人）に大切な
ことは、自分が「風の人」であるという認識を持つこと
である。「風の人」が「土の人」（＝地元の人）になりた
がることは却って迷惑である。自分が「風の人」である
という立場を踏まえて、地域とどう関わっていくかを考
える必要がある。 
 地域づくりにおいて、学習とはひとりの問題をいかに
みんなの問題としていくかである。しかし、そのための
行動は 100 人の一歩よりむしろ一人の 100 歩の方が大切
である。その意味では、地域を創るというのは、人の心
を変えることということである。 
 
２．その他の活動 
 山口県阿武町視察ツアー（11 月 23-24 日） 
 第 4 回研究部会で取り上げた山口県阿武町の国際協力
と地域振興の取り組みを視察しました。阿武町では、新
規定住者の話を伺ったり、山林コース、海浜コース、生
活改善コースの３つのグループに分かれて、それぞれの
現場の視察や活動状況を伺ったりすることができました。
また、メンバーの何人かは、その後の JICA「持続的農村
開発」研修に通訳補助として参加し、途上国の研修員と
阿武町の人々とのむらづくりをテーマとした交流を共に
してきました。部会としても、今回の視察からどういう
示唆を得たのかを振り返り、今後の検討に繋げていく予
定です。 
 本部会は、次年度も継続申請が承認されましたので、
これまでの検討を踏まえて、引き続き実施していく予定
です。次回研究部会の日程が決まり次第、学会 ML など
でお知らせします。 
 本部会に関するお問い合わせ・お申し込みは、
info_chiiki@yahoo.co.jp へお願いします。 
 
院生部会 
 
主査 大垣俊朗 （東京大学大学院） 
 
テーマ・分野を問わず発表いただき、分野横断的に議
論、情報交換を行う月例研究会が活動の中心です。今回
は広島で開催された全国大会にてポスター報告を行いま
した。 
●活動報告 
第 19 回国際開発学会全国大会（於 広島修道大学）
でのポスター報告 
タイトル：日本における開発研究の潮流 － 海外におけ
る研究動向との比較分析 － 
要 約： 
本研究は，日本における開発研究の潮流を海外の研究
動向との比較分析を通じて明らかにしようとするもので
ある。対象とする研究論文は，『国際開発研究』，World 
Development，Journal of Development Studies である。具体
的には，各研究論文で掲げられたキーワードと分析手法
を類型化・時系列的に整理し，対象地域，分野，分析手
法にどのような傾向がみられるのかを比較した。 
本研究から得られた結果は以下のとおりである。 
－ 31 － 
『国際開発研究』は海外の雑誌と比較した場合，アジ
ア地域を対象とした研究が突出して多いこと，研究分野
では援助分野，人口増加・都市化分野，環境分野が多い
ことが明らかとなった。これは，アジアの国々が，他の
地域と比較して日本と関わりが深いこと，日本の政府開
発援助がアジア地域に対して重点的に行われてきたとい
う背景があったからだといえよう。分析手法の面では『国
際開発研究』はサーベイ論文や理論を中心としたものや
定性的な分析を行ったものが多いこと，使用されたデー
タの面では，執筆者自らが調査した 1 次データを利用す
る研究は，他の 2 誌と同程度の割合であったが，公的機
関が提供する１次データおよび 2 次データの使用の割合
が低いことが明らかとなった。 このように日本における
開発研究は対象地域や分野，分析の手法は国際的な研究
の潮流とは一線を画すものであることが明らかとなった。
この特徴を再認識し，これからの日本における開発研究
のありかたを再考する必要があろう。 
参考文献 
 [1] 国際開発研究 第 1 巻，第 2 号から第 16 巻，第 2
号 (1990-2007) 
 [2] Journal of Development Economics,vol.22 (2),から 
vol.43 (8) (1990-2007) 
 [3] World Development , vol.18 (1),から  vol.35 (12) 
(1990-2007) 
 
● 院生部会ホームページ：http://www.jasidg.org/ をご覧
下さい。 
● 問合せ先：大垣 俊朗（主査） 
東京大学 大学院 工学系研究科 社会基盤学専攻 
国際プロジェクト研究室 修士課程 
連絡先：gacky@dol.hi-ho.ne.jp 
 
以下の支部からは報告がありませんでした。 
 
ニューヨーク部会 
 
広報委員会より 
 
             広報委員長 勝間 靖（早稲田大学） 
 
西川潤新会長のリーダーシップの下、国際開発学会の
新しい体制がスタートしました。それに伴い、広報委員
会も、新しくなりました。前委員長である佐藤仁会員（東
京大学）から引継ぎ、これからの3年間は私が編集委員
長を務めさせていただくことになりました。しばらく試
行錯誤が続き、ご不便をかけることも多いかと思います
が、どうぞよろしくお願いします。 
私自身の国際開発学会とのつながりは、学会創立の翌
年くらいに遡ります。当時は、大学院で修士号を取得し
たのち、開発コンサルタントの世界に飛び込んだばかり
でした。実務上の必要から、最新の開発理論や政策を学
ぶ機会として、学会を活用させていただきました。また、
ODA の理想と現実とのギャップに悩むなかで、新しい国
際開発の方向性を模索する場でもありました。その後、
米国の大学院で博士号の取得を目指すなか、日本の国際
開発学会における議論をフォローすることを通して、日
本やアジアの開発経験を常に念頭に置くことが可能とな
り、欧米発の国際開発論について批判精神をもって学ぶ
ことができました。また、国連児童基金に入ったのちに
は、途上国の現場で開発協力や人道支援に携わりながら、
国際開発学会から届く日本語での情報を食い入るように
読んでいました。インターネットが十分に発達していな
かった頃ですから、10年近く日本を離れている間、日本
語に飢えていたこともありましたが、国際開発学会の情
報は常に読んでいました。 
いずれにせよ、私自身がキャリア形成のうえで、国際
開発学会に育ててもらったという側面が大きいことは否
定できません。ですから、広報委員長のお仕事を任され
たことは、お世話になってきた国際開発学会に対する恩
返しの機会を与えられたと受け止め、学会の発展のため
にできるだけ協力していきたいと考えています。 
広報委員会の仕事には、二つの側面があるかと思いま
す。一つは、国際開発学会の中での、会員相互間のコミ
ュニケーションの円滑化を通して、より革新的な研究活
動を活性化することです。とくに、研究者・実務家・ジ
ャーナリストの間の情報の共有は、本学会の重要な役割
の一つかと思います。二つ目の側面は、国際開発学会が
外へ向けて情報発信する際の媒体を提供するという役割
です。 
こうした二つの側面をもつ広報委員会の活動のために、
三つのツールがあります。第１は、この「ニューズレタ
ー」で、年に４回発行します。第２のツールは、メーリ
ング・リストで、週に１回、登録していただいた電子メ
－ 32 － 
ールアドレスへ向けて、国際開発に関するイベントや情
報を発信します。そして、第３が、ホームページです。
適宜、アップデートする必要がありますが、現状ではそ
こまでできておらず、より効果的な使い方を検討する必
要性を感じています。 
広報委員会として、やるべきことは沢山あります。任
期の３年の間に、着実に前進させていきたいと思ってい
ます。ただ、広報委員会の仕事は、情報の共有・発信の
ための媒体を提供するということだと思いますので、実
質的な中味は会員の皆さまに提供していただかなくては
なりません。したがって、会員の皆さまからの積極的な
情報提供につき、どうぞよろしくお願いします。 
 
入退会会員のお知らせ 
 
入会者 (敬称略)  
11 月入会  
＜正会員＞ 
恒川恵市 笠原龍二 宮島茂 金澤真美 室伏陽貴 川
瀬淳一 吉浜智美 飯塚明子 北澤肯 北島知美 福武
慎太郎 Paul F. Helfer 藤本聖子  
＜学生会員(敬称略)＞ 
根橋玲子 野原稔和 フェルドウスファラジビンティ 
スリヤポンラサニポン 木村聖 柳田志学 池亀裕一 
水野谷優 
永田シャーマン絵里 勝股悠 澁谷渚 興津妙子 リー
アスパーク 中室牧子 後藤潤 
 
退会者 (敬称略) 
9 月退会 
市原明日香 
10月退会 
伊藤章夫 松田絢子 吉川富美子 山下泉 山中広記 
吉田恒 陳昕 榎並ゆかり 
 
3年未納による除籍  
梅本克 岡野孝 笠井信幸 富田浩造 中野武 中村徹 
沼田道正 横山克己 ﾐﾝ・ｻﾝ 粟野晴子 岡部かおり 
兼川千春 杉山悦子 木藤恵美子 山口富子 平尾英治 
クリインクライ・テシャカノン 釣雅雄 関なおみ 佐
藤秀雄 阪口直人 大村昌弘 大谷公子 新渕大輔 柏
村正允 山本伸二 新井秀澄 田中央吾 ﾆｷｰﾀ ｳﾞｧﾙﾗﾓ
ﾌ 半田普也 萩原葉子 酒本成人 岩崎真紀子 ｽﾞｵﾝ 
ﾁｰ ﾋﾞｯｸ ﾂｩｨｰ 浅野誠三郎 田中隆弘 呉金虎 山岸
信子 岡田紗更 高橋克秀 松田浩敬 清水徹 森睦也 
ISHWOR CHANDARA PAUDEL YAHYA ZAKARI ABDULLAHI 安
藤ゆう子 横関祐見子 石井貴春 服部由起 金広文 
山下智行 ﾀﾎﾟｼｭ ｻﾙｶｰ 尾﨑由比 高林博史 ﾑｶﾜ ﾍﾙ
ﾐ 阿不力米提 克力木 水野広祐 浅井邦恵 福田佳
世 Anupam Saha 有村美穂（不明）Chuluun Chinzorig 
木村みのり RAZAFIMAHEFA（不明） KEOLA SOUKNILANH
（不明） 
安藤翔 Pantha Bhoj Raj 﨑長雄高 稲垣英希子(不明) 
笠井久美子 Paudel Anusha 
張 頼 李軼前 黒瀬総一郎 角口裕子 Truong Mealy 
大久保信寛 Oka Juri 陳 禮俊 橋本憲幸 金郷民 
久保公二 
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